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SHIBATA, Hirotoshi
要旨：本稿では男性非正規労働者に焦点を当てて、その現状と問題点を明らかにすることを目的としている。
はじめに、統計データによって、男性非正規労働者の量的推移と産業・職業分野への蔓延と言ってもよいほ
どの広がりとその分布を確認した。次いで、非正規の雇用形態別（出向、嘱託、契約、パートタイム、臨時、
登録型派遣、常用型派遣）に、その特性（年齢、学歴、配偶関係、家族内経済的地位、職業等）を明らかにし
た。さらに、契約期間（短期間契約）、収入水準（２００万円未満が過半という低所得水準）を確認した。そのう
えで、処遇格差（賃金水準のみならず、企業内諸制度の適用）が、正規に比べ劣悪な状態であることも確認し
た。男性非正規労働者の驚くほどの未婚率の高さは、劣悪な処遇と無関係ではありえない。
また、その処遇格差を背景に、非正規には職場生活で様々な不満（特に、賃金、雇用の不安定性、教育訓練
等）を持ってはいるが、満足度は高いことが確認された。にもかかわらず、現在の雇用形態から正規に変わる
ことを多くの者が望んでいた。正規への渇望は、より高い賃金と雇用の安定にあった。
非正規労働者問題は、正規に比べ、その処遇の劣位性（様々な格差）にある。特に賃金と雇用の不安定性で
ある。しかし、５年勤続すれば無期契約が可能となる改訂労働契約法も５年目を迎えるに当って、企業はその
抜け穴を使って、無期契約を忌避し、非正規雇用を継続する対策を取り、また、安倍政権は、同一労働同一賃
金を標榜するものの、「仕事・役割、貢献度・責任度」が違うとの主張で格差を容認する政府ガイドライン
（案）で、自ら否定する無責任さを明らかにした。
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はじめに
２０１４年の「就業形態の多様化に関する総合実態調査」
（厚生労働省）によれば、従業員規模５人以上で正社員
以外の労働者（以下、「非正規」）がいる事業所は８０.１％
に上る（３００人以上ではほぼ１００％である）。民営事業所
に限定すると７９.６％、０３年調査（７５.３％）に比べ４％強
上昇している（表１）。それは全産業にわたっている
が、特にその事業所割合の高い産業は、宿泊業・飲食
サービス業（９７.０％）、教育・学習支援業（８９.４％）、医
療・福祉（８９.１％）、複合サービス業（８８.８％）である。
そして「正社員以外の労働者」の割合は４０.０％（男性２６.
５％、女性５６.８％）に達している（２０１４年経済センサス
基礎調査では４１.５％）。
受稿日２０１７年１１月２７日 受理日２０１７年１２月４日
専修大学名誉教授
表１ 正社員以外の労働者がいる民営事業所割合の推移
調査年 事業所規模（２０１４年）
２００３ ２００７ ２０１０ ２０１４ 総数
５～２９
人
３０～９９
人
１００～
２９９人
３００～
９９９人
１０００人
以上
回答事業所数、規模別割合 ・・・ １０，７９１ １０，４１４ １０，７９１ １００．０ ８３．７ １３．１ ２．５ ０．５ １．０
全事業所 １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０
正社員のいる事業所 ９６．３ ９６．７ ９４．２ ９５．１ ９５．２ ９９．４ ９９．１ ９９．２ ９９．７ １００．０
正社員のみの事業所 ２４．７ ２２．８ ２２．３ ２０．４ １９．９ ２２．６ ６．９ ２．４ ０．７ １．２
非正社員のいる事業所 ７５．３ ７７．２ ７７．７ ７９．６ ８０．１ ７７．４ ９３．１ ９７．６ ９９．３ ９８．８
非正規労働者割合 ３４．６ ３７．８ ３８．７ ４０．０ ４０．０ ４１．０ ４１．０ ４０．３ ３６．３ ３０．７
注：従業員規模５人以上の民営事業所
２００３年の事業所数は不明
出所：厚生労働省「雇用形態の多様化に関する総合実態調査」より作成
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２０１５年の国勢調査によると、非正規雇用者は役員を除
く雇用者の３４.９％を占め、すべての産業（大分類）に存
在し、非正規雇用者の多い産業は、卸小売業（３５８.５万
人、２２.７％）、医療・福祉（２３６.９万人、１４.８％）、製造業
（２０１.１万人、１２.３％）、宿泊業（１８２.８万人、１１.４％）で、
この４産業で非正規の６割強を占めている。非正規割合
が高い産業は宿泊業・飲食サービス業（７１.４％）、生活
関連サービス業（５３.３％）、卸小売業（４６.５％）、他に分
類されないサービス業（４３.６％）である。なお、製造業
の非正規割合は２４.６％である。
また職業では、大分類で多いのは、サービス職業
（３３５.９万人、２０.６％）、事務従事者３０５.１万人、１８.８％）、
運搬・清掃・包装等従事者（２３６.３万人、１４.５％）、販売
従事者（２３５.３万人、１４.８％）、生産工程従事者（２１０.７万
人、１２.９％）で、この５職種で８割を占めている。ま
た、非正規が占める割合の高い職種は、運搬・清掃・包
装等（６７.３％）、サービス（５９.２％）、農林漁業（４７.
９％、ただし、その実数は少なく１９.３万人、非正規の１.２％
を占めるに過ぎない）、販売（３８.０％）、生産工程（３０.
８％）、事務（２９.４％）である。
なお、中分類で見ると、管理的公務員と法人団体役員
を除いて、すべての職業に非正規が就業している。
「労働力調査（詳細集計）」（総務省、以下、労働力調
査）によれば、非正規労働者の数と割合は１９８４年の６０４
万人、役員を除く雇用者の１５.３％から年々増加し、２０１６
年（平均）には、２,０２３万人、３７.５％を占めるにいたって
いる。
まさに日本は「非正規大国」（伍賀一道２０１４）である。
この非正規にはどのような類型があるのであろうか。
森岡孝二の類型に従えば、直接雇用の正規雇用者（これ
も今は多様になり、雇用期間の規定がなく原則として定
年まで雇用されるフルタイムの労働者、勤務地域、職務
内容、雇用期間等が限定されているが正規扱いされる限
定雇用者、さらには時間限定の短時間正規等）以外の雇
用者、パート（これは「呼称」であって、本来意味の短
時間労働者だけでなく、パートと呼ばれるフルタイムの
労働者も含む）、アルバイト（これも厳密な規定はな
く、呼称である）、契約社員、嘱託、間接雇用の常時雇
用型（常用型）派遣、登録型派遣、出向、制度的には雇
用者扱いされない、請負、業務委託、偽装請負とされる
個人請負（近年この形式の者が増加している）等である
（森岡孝二２０１５）。
今や日本の産業・経済は非正規労働者なくしては成り
立たない。ただし、多様な雇用形態の労働者の存在その
ものが悪いわけではない。問題は、わざわざ「非正規」
と名づけられるように、「正規」と比べて、ほんの一部
を除いて、その雇用の不安定性や賃金その他の労働条件
の劣悪さにある（「正規」のそれも必ずしも良いとは言
えないが）。
本稿では、男性非正規雇用の現況と問題点を明らかに
する。非正規の雇用形態や職業割合に、また非正規労働
者の意識にも性差がある。前稿（本論集 Vol.７, No２,
２０１７.３）で女性非正規労働者の現状について論じたの
で、今回は男性非正規労働者のおかれている状況につい
て検討する。
なお、本稿で主に利用するデータは、総務省「労働力
調査（詳細集計）」（以下、「労働力調査」）と厚労省「就
業形態の多様化に関する総合実態調査」（以下「多様化
調査」）であるが、両者には雇用形態区分に若干の相違
がある。正規については、総務省、労働省とも一致して
いるが、非正規については、その表現とその区分に若干
のずれがある。
労働力調査は、「非正規の職員・従業員」で、多様化
調査は「正社員以外の労働者」である。本稿では「非正
規労働者」（非正規」と略）とする。また、非正規の区
分は、「労働力調査」では、勤務先の呼称で、パート、
アルバイト、労働者派遣事業所から派遣されている派遣
労働者（以下、派遣労働者）、契約社員、勤務先の呼称
で嘱託、臨時、その他で区分表象され、「多様化調査」
では、出向社員、契約社員（専門職、パートタイム、そ
の他、勤務先の呼称が嘱託、臨時であっても契約労働者
の定義に当るもの、つまり専門職の場合は契約社員とす
る）、嘱託社員（再雇用者、パートタイム、臨時であっ
ても嘱託の定義に該当する者、つまり定年退職後の再雇
用者は嘱託とする）、パートタイム労働者（正規より１
日または週の労働時間が短い者に限定されている。正規
同様のフルタイムパートはその他に組入れられてい
る）、臨時労働者（雇用契約が日々または１か月以内
で、月の就労日数が縫や日以下の者）、労働者派遣事業
所から受け入れている派遣労働者（以下、派遣労働
者）、これは登録型と常時雇用型（以下、常用型）にさ
らに区分されている。データを扱うときは、それぞれの
定義に従って使用する。多様化調査の定義の方がやや詳
しく厳密であるようである。また、多様化調査では、雇
用形態を「就業形態」と表記されている場合もあるが、
本稿では雇用形態に統一する。
なお、本稿では、社員、労働者、職員、従業員等を省
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いて表記するのを基本とする。
1．男性非正規労働者の付置状況
労働力調査（詳細集計）によれば、男性非正規の人数
は０２年の４３１万人から１６年は６５１万人と１.５倍に増加し、
役員を除く雇用者に占める割合（以下、非正規割合）も
１５.０％から２２.１％に増大した。また、全非正規労働者に
占める男性非正規割合は２９.７％から３２.１％に拡大してい
る（なお、１２年就業構造基本調査では６０３万人、２０.
８％、１５年国勢調査では、４５７.７万人、非正規割合は１８.２％
であった＊１）。
雇用形態構成の推移
労働力調査によって、雇用形態別の推移を見ると、
パートは６３万人から１１６万人と１.８倍に増加、アルバイト
は１０年まで１７０万人前後で推移してきたが、１１年以降増
加傾向となり、１６年には２０９万人と１.２倍であるが、非正
規のなかで最大の割合（３２.１％）を占めている。派遣労
働者は、１０万人から０４年以降０８年まで急増したが、０９年
に３７万人に急減し（０８年比－３３％）、１０年以降再び増加
の傾向を見せ、１６年は５５万人となり、０２年の５.５倍と
なった（なお、国勢調査では１０年６４万人、１５年６６万人で
ある）。このような派遣労働者数の推移は、派遣法の度
重なる改訂－適用職種の拡大、原則自由化（９９年）、そ
して製造業解禁（０４年）－で増加を続けてきたが、０８年
秋のリーマンショックによる「派遣切り」で０９年には大
幅に減少した。しかし、１３年以降再度増加の傾向となっ
た。契約社員は１２年まで嘱託と一緒に分類されていた
が、１３年以降独立した分類となり、１４７万人から１４年に
１５９万人に増加したが、以降減少傾向で１６年は１５１万人に
なっている。しかし、非正規の２３.７％を占め２番目の量
である。嘱託は７５万人前後で推移している。その他は７９
万人前後であったが、契約と嘱託が分離した時点で４２万
人に減少した（表２）。これはそれぞれの事業所の中で
の呼称があいまいであったことの表れであろう。
１６年の雇用形態別の構成は、パート１７.８％、アルバイ
ト３２.１％、労働者派遣事業所の派遣労働者（以下、派遣
労働者）８.５％、契約社員２３.９％、嘱託１１.６％、その他６.１％
であった。また、１４年の多様化調査では、雇用形態の分
類と定義は若干異なるが、事業所調査から得られた男性
の非正規労働者数は７０９.７万人（２６.１％）で、非正規の中
の内訳は、出向６.８％、契約１０.９％、嘱託１４.０％、パート
タイム３９.８％、臨時６.０％、派遣８.３％、その他１５.１％（そ
の他の中には、正社員と所定労働時間が同じであるが
「パート」の呼称で呼ばれる者が６.０％含まれている）で
あった。
年齢構成
男性非正規労働者の年齢構成の推移を見ると（表
３）、１５～２４歳層の数は０９年以降減少傾向にあり、０２年
の２７％から、１７％前後まで低下してきた。しかし、この
年齢層のほぼ半数を占める在学生（大半はアルバイト）
は減少していないので、それ以外の若者の減少が著し
い。なお、１６年に１１４万人と１５年比で８万人も増加し
表２ 男性非正規労働者数・構成の推移（年平均） 万人 ％
年
非正規
割合／
雇用者
総数
非正規
労働者
総数
パート
アルバ
イト
派遣
社員
契約
社員
嘱託 その他
非正規
労働者
総数
パート
アルバ
イト
派遣
社員
契約
社員
嘱託 その他
２００２ １５．０ ４３１ ６３ １６６ １０ １２２ ７０ １００．０ １４．６ ３８．５ ２．３ ２８．３ １６．２
２００３ １５．６ ４４４ ６３ １７１ １３ １２５ ７１ １００．０ １４．２ ３８．５ ２．９ ２８．２ １６．０
２００４ １６．３ ４６６ ７０ １６６ ２８ １３６ ６６ １００．０ １５．０ ３５．６ ６．０ ２９．２ １４．２
２００５ １７．７ ５０７ ７７ １７１ ４２ １４９ ６９ １００．０ １５．２ ３３．７ ８．３ ２９．４ １３．６
２００６ １７．９ ５１９ ７９ １６８ ４９ １５１ ７１ １００．０ １５．２ ３２．４ ９．４ ２９．１ １３．７
２００７ １８．３ ５３９ ８３ １７２ ５４ １６２ ６９ １００．０ １５．４ ３１．９ １０．０ ３０．１ １２．８
２００８ １９．２ ５６０ ８２ １６６ ５５ １８０ ７７ １００．０ １４．６ ２９．６ ９．８ ３２．１ １３．８
２００９ １８．４ ５２７ ８４ １６６ ３７ １７４ ６７ １００．０ １５．９ ３１．５ ７．０ ３３．０ １２．７
２０１０ １８．９ ５４０ ８８ １７２ ３５ １８１ ６６ １００．０ １６．３ ３１．９ ６．５ ３３．５ １２．２
２０１２ １９．７ ５６６ ９７ １７５ ３６ １９７ ６１ １００．０ １７．１ ３０．９ ６．４ ３４．８ １０．８
２０１３ ２１．２ ６１１ １０２ ２００ ４８ １４７ ７２ ４２ １００．０ １６．７ ３２．７ ７．９ ２４．１ １１．８ ６．９
２０１４ ２１．８ ６３１ １０４ ２０１ ４８ １５９ ７６ ４３ １００．０ １６．５ ３１．９ ７．６ ２５．２ １２．０ ６．８
２０１５ ２１．９ ６３６ １０９ ２０４ ５０ １５５ ７５ ４２ １００．０ １７．１ ３２．１ ７．９ ２４．４ １１．８ ６．６
２０１６ ２２．１ ６５１ １１６ ２０９ ５５ １５４ ７５ ４２ １００．０ １７．８ ３２．１ ８．４ ２３．７ １１．５ ６．５
注：２０１１年は東日本大震災の、岩手県、宮城県、福島県の調査に欠落があるため。を表示しない。
出所：「労働力調査（詳細集計）」（総務省）より作成
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た。その増加者の大半は在学中のアルバイトである。
２５～３４歳層は若干の増減を繰り返しながら１００万人前
後を維持している。３５～５９歳層数は増加しているが、そ
のシェアは低下気味である。注目すべきは６０歳以上で、
その増加は著しく、０２年の１２８万人から２８３万人と２.２倍
に、中でも６５歳以上は２.７倍にもなっている。非正規は
０２年に比べ１６年は２２０万人増加しているが、その内の１５５
万人が６０歳以上で、増加者の７割を占めている。この結
果、非正規労働者の年齢構成は、１４年以降、６０歳以上が
４割を超え、非正規の高齢化が著しい。今や、非正規市
場の主役となってきている。
この非正規の年齢構成の変化、６０歳以上層の顕著な増
大は、日本社会の高齢化の反映している側面もあるであ
ろうが、定年後、就業の場から引退しないでの再就職の
場が正規ではなく、非正規雇用の世界しかないことを意
味しているのではないだろうか。
産業・職業別構成
男性非正規就業者数の多い産業（１５年国勢調査大分
類）は、卸小売業（７５.９万人）、製造業（７５.９万人）、他
に分類されないサービス業、宿泊業・飲食業（４０.９万
人）で、この４産業で半数を超している（５３.０％）。
また、非正規が占める割合の高い産業は、宿泊業・飲
食業（４４.５％）、生活関連サービス業（３４.０％）、他に分
類されないサービス業（２５.７％）である。
職業別で見ると、運搬・清掃・包装等従事者（１８.
９％）、生産工程従事者（１５.５％）、サービス職業（１４.
３％）、事務従事者（１０.２％）、販売従事者（１１.１％）
で、この５職業で７割を占めている。
中分類で見てみると、管理的公務員と法人、団体・役
員を除いて、すべての中分類職業に進出している。人数
の多い職業は、商品販売従事者（４３.１万人、シェア９.
３％）、運搬従事者（３９.８万人、８.６％）、一般事務従事者
（３０.８万人、６.６％）、自動運転従事者（２８.７万人、６.
２％）、金属製品を除く、製品製造・加工処理従事者
（８.２万人、６.１％）で、わずか５職種で非非正規の３６.８％
を占めている。また、雇用者１０万人以上の職業で、非正
規の割合多い職業（４０％以上）は、その他の運搬・包
装・清掃従事者（６６.８％）、接客・給仕職業（５２.８％）、
運搬従事者（５０.０％）、飲食物調理従事者（４１.４％）、公
務員を除く保安職業（４１.１％）、その他の専門的職業
（４０.９％）、商品販売従事者（４０.０％）である。なお、個
人教師計（非正規（７.９万人）の非正規割合は６０.４％であ
る。
非正規の中で、男性が圧倒的に多い職業（男性割合７０％
以上）は、建設・土木作業従事者（９６.０％）、自動車運
転従事者（９４.１％）、保安職業（９５.１％）、技術者（７７.
８％）、金属製品製造・加工処理従事者（７１.６％）であ
る。なお、人数は少ないが、その他の管理的職業は９２.０％
である。
つまり、男性非正規は、一部の職業に偏在しているの
である。
以下では、労働力調査のデータが万人単位で、各雇用
表３ 男性非正規労働者の年齢構成の推移（年平均）
年
実数（万人） 構成比（％）
実数
総数
指数
１５～２４ 在学生 ２５～３４３５～５９６０歳～
６０歳～
指数
総数 １５～２４ 在学生 ２５～３４３５～５９ ６０～
２００２ ４３１ １００．０ １１８ ・・・ ７５ １０９ １２８ １００．０ １００．０ ２７．４ ・・・ １７．４ ２５．３ ２９．７
２００３ ４４４ １０３．０ １１９ ・・・ ８０ １１５ １２９ １００．８ １００．０ ２６．８ ・・・ １８．０ ２５．９ ２９．１
２００４ ４６６ １０８．１ １１５ ・・・ ８９ １２３ １４０ １０９．４ １００．０ ２４．７ ・・・ １９．１ ２６．４ ３０．０
２００５ ５０７ １１７．６ １２１ ・・・ ９８ １３９ １５２ １１８．８ １００．０ ２３．９ ・・・ １９．３ ２７．４ ３０．０
２００６ ５１９ １２０．４ １１９ ・・・ １０２ １４１ １５８ １２３．４ １００．０ ２２．９ ・・・ １９．７ ２７．２ ３０．４
２００７ ５３９ １２５．１ １１９ ・・・ １００ １４４ １７６ １３７．５ １００．０ ２２．１ ・・・ １８．６ ２６．７ ３２．７
２００８ ５６０ １２９．９ １２０ ・・・ ９０ １４８ １９０ １４８．４ １００．０ ２１．４ ・・・ １６．１ ２６．４ ３３．９
２００９ ５２７ １２２．３ １０２ ５７ ９４ １４１ １９１ １４９．２ １００．０ １９．４ １０．８ １７．８ ２６．８ ３６．２
２０１０ ５４０ １２５．３ １０２ ５７ ９２ １４７ ２００ １５６．３ １００．０ １８．９ １０．６ １７．０ ２７．２ ３７．０
２０１２ ５６６ １３１．３ １０１ ５６ ９６ １５０ ２２０ １７１．９ １００．０ １７．８ ９．９ １７．０ ２６．５ ３８．９
２０１３ ６１１ １４１．８ １０６ ６０ １０２ １６１ ２４４ １９０．６ １００．０ １７．３ ９．８ １６．７ ２６．４ ３９．９
２０１４ ６３１ １４６．４ １０４ ６１ １０１ １６５ ２６１ ２０３．９ １００．０ １６．５ ９．７ １６．０ ２６．１ ４１．４
２０１５ ６３６ １４７．６ １０６ ６２ ９８ １６５ ２６８ ２０９．４ １００．０ １６．７ ９．７ １５．４ ２５．９ ４２．１
２０１６ ６５１ １５１．０ １１４ ６９ ９３ １６２ ２８３ ２２１．１ １００．０ １７．５ １０．６ １４．３ ２４．９ ４３．５
注：２０１１年は東日本大震災により岩手県、宮城県、福島県の調査に欠落があるため表示しない。
１５～２４歳層の在学生の数値は表示されていない。
出所：総省「労働力調査（詳細集計）」より作成
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形態の分析単位の母数が小さいため、雇用形態毎の特性
を見るのには、不向きなので、厚生労働省「雇用形態の
多様化に関する総合実態調査」（以下、多様化調査）の
データを主に使用する。
なお、多様化調査の非正規労働者のタイプ区分は、雇
用形態のタイプ区分は、出向社員（他の企業から出向契
約で来ている者）、契約社員（特定の職種に従事し、専
門的能力の発揮を目的として雇用期間を定めて契約する
専門職）、嘱託社員（定年退職者等を一定の機関再雇用
されている者、再雇用者）、パートタイム労働者（フル
タイム正社員より、１日ないし１週間の所定労働時間が
短い者）、臨時労働者（雇用契約期間が日々または１か
月以内で、８月または９月の雇用日数が１７日以下の
者）、登録型派遣労働者（派遣会社に派遣スタッフとし
て登録し派遣されている者）、常時雇用型派遣労働者
（派遣会社と常時雇用契約を結んでいる状態で派遣され
ている者、以下では、常用型派遣と表記）、その他（上
記以外の者、フルタイム正社員と所定労働時間ほぼ同じ
で「パート」などの名称で呼ばれるものを含む）の８種
類に分けられている。なお、その他には、上記以外の多
様な形態が含まれており、その具体的な形態が解らない
ので、非正規の子和洋形態ごとの特性を見ることを主眼
としている本稿では、分析の対象としない。
なお、多様化調査標本（個人票）から得られた男性非
正規労働者数（復元数）は６９８.２万人で、その内訳は、
出向４８.２万人、契約７７.６万人、嘱託９９.０万人、パートタ
イム２７８.２万人）、臨時３４.８万人、登録型派遣２１.４万人、
常用型派遣３４.８万人、その他１０７.０万人であった。ただ
し、この、多様化調査の復元労働者数は、各質問項目に
ついて、各雇用形態別の回答割合を出すための母数で
あって、全非正規労働者の構成割合を示すものではな
い＊２。
2．男性非正規の雇用形態別属性
雇用形態によってその属性構成は異なる。以下、年齢
構成、配偶関係（未婚者割合）、教育程度について見て
みよう（表４―１、４―２）
性別割合
正規は男性が２／３を占めているが、出向と嘱託は圧
倒的に男性が多く（８４％と７６％）、契約と派遣は女性が
やや多く、臨時は男性がやや多い。パートタイムは圧倒
的に女性が多い（７５％、労働力調査では男性は１割強で
しかない）。なお、多様化調査にはそのカテゴリーがな
いアルバイトは（男女半々であるが〈労働力調査〉）、多
様化調査ではパートタイム、臨時、派遣、その他に分属
しているようである。
年齢構成
正規は２５～５９歳層が９割強を占め、１５～２４歳と６５歳以
上は合わせて１０％に満たない（８.５％）。出向は、４０～５９
歳層２／３を占め、中高年層が中心である。契約は、２５
～３４歳層（２６％）と６０歳以上層（２７％）で過半を占め、
正規に比べ、３５～５４歳層の割合が少ない。再雇用者であ
る嘱託は、６０歳以上層が９５％を占めている。
パートタイムは、女性と違って、３０歳未満が３割弱、
６０歳以上が４割弱で若い層と高年齢層に集中しいる。臨
時は、パートタイムと同様、３０歳未満２割弱そして５割
強が６０歳以上で、パートタイム比較的良く似た年齢構成
である。パートタイムと臨時には次に見るように、在学
表４―１ 男性雇用形態別属性
雇用形態 総数
年齢構成 最終学歴
１５～
１９歳
２０～
２４歳
２５～
２９歳
３０～
３４歳
３５～
３９歳
４０～
４４歳
５０～
５４歳
５５～
５９歳
６０～
６４歳
６５歳
以上
中学
校
高校
専修
専門
短大・
高専
大学
・院
在学
中
正規 １００．０ ０．４ ４．３ ９．８ １２．０ １５．１ １８．１ １１．４ ９．５ ２．４ １．４ １．６ ３２．２ １０．２ ３．７ ５０．０ ０．０
出向 １００．０ ０．１ １．９ ６．２ ９．９ ９．７ １６．４ １５．０ １５．３ ４．９ １．４ ３．５ ３３．９ ６．０ ２．２ ５３．８ ０．１
契約社員 １００．０ ０．０ ７．５ １１．７ １４．１ ８．７ ９．８ ６．５ ８．２ １５．０ １１．６ ５．２ ４１．２ ９．５ ２．７ ４０．６ ０．５
嘱託社員 １００．０ － ０．３ ０．１ ０．３ ０．２ ０．２ ０．９ ２．６ ７３．２ ２１．２ ８．９ ５１．８ ２．２ ３．１ ３３．３ ０．０
パ トータイム１００．０ ４．５ １８．１ ６．８ ３．７ ６．７ ７．１ ３．１ ４．２ １６．６ ２１．２ ６．６ ４５．２ ６．５ ７．４ ２０．６ １３．９
臨時 １００．０ ４．６ １０．６ ２．２ １．５ ５．８ ４．０ ５．７ ９．７ ７．７ ４３．４ ２４．６ ４８．２ ２．９ ０．２ １３．８ １０．３
登録型派遣 １００．０ ０．５ ７．２ １３．４ １６．５ １４．３ １４．３ ４．６ ２．６ ４．４ １６．０ ７．５ ４４．５ １２．９ ３．１ ３０．８ １．１
常用型派遣 １００．０ ０．６ ４．９ １１．９ １４．４ １５．５ １６．６ ６．６ ５．７ ６．９ ５．８ ５．８ ４２．３ １６．０ ３．０ ３２．７ －
注：表側の表記は変更した。また「その他」は削除した。
契約は専門職に限定、嘱託は再雇用者に限定されている。またパートタイムはいわゆるフルタイムパートは除いた。
世帯の構成は、複数回答。なお、子供、兄弟姉妹、その他の同居は表から省いた。
出所：厚生労働省２０１４年「就業形態の多様化に関する総合実態調査（個人票）」より作成
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中の者が一定割合おり、学生のアルバイトと定年退職者
の再就職の場になっているようである。
登録型派遣は、２５～４９歳が６割弱、で、６５歳以上が１６％
もいるのが特徴である。常用型派遣は、２５～４９歳層に集
中している（６９.３％）。
つまり、非正規労働者の若年層と高齢者層の多くは、
パート、アルバイト、臨時、そして登録型派遣という雇
用安定度のより低い雇用形態ついているのである。ま
た、定年退職組の６０歳以上は、嘱託として再就職できな
い者は（嘱託のいる企業は大企業に多く〈３１％〉、５０人
未満の企業では１０％に満たない）、契約、パートタイ
ム、臨時、登録型派遣に流れる傾向が見られる。
この雇用形態別の年齢構成は、次に見る配偶関係・世
帯構成と無縁ではない。
教育程度
教育程度では、大卒以上の割合を見ると、正規と出向
は５割強で、契約が４割強、嘱託が１／３である。パート
タイムと派遣は３割強である。臨時は１４％と一番低い。
ただ、多様化調査の大卒以上割合は高く出すぎている
ようである。
国民生活基礎調査（厚生労働省）では、大卒以上割合
は、正規３８％、契約２９％、嘱託３７％、パート１８％、アル
バイト１１％（在学中を除く）、派遣２３％である。なお、
各形態とも卒業学校不詳が１０％前後ある。労働力調査の
数値もほぼ同様である。
嘱託の５２％は高卒、臨時の２５％は中卒であり、他方、
１０％は在学中（大半は大学）である。また、登録型派遣
の１３％、常用型派遣の１６％は専修学校（専門課程）卒で
ある。
なお、６０歳以上が大半を占める嘱託は高卒が相対的に
多い（多様化調査では５１.８％）のは、大学進学率が低
かった世代が多いためと思われる（１９７０年の男性の４年
制大学への進学率は２７.３％）。
ともあれ、非正規は出向を除いて、正規より学歴水準
は低い。と同時に。大学を卒業していても非正規就業者
が、相当数いるということである。
なお、短大・高専の卒業者割合は、正規と派遣および
契約は１０％強で、パートや嘱託よりも高い。派遣には、
専修学校専門課程修了が登録型１２.９％、常用型１８.２％
（他は５％未満）いる。
以上のように、出向を除いて、非正規の教育水準は総
体的に正規よりも低い。他方、大卒・大学院修了の高学
歴者でもパート、アルバイト、派遣という不安定雇用の
者が比較的多くいる。
配偶関係と主要所得源
多様化調査では、同居家族の続柄のデータで、有配偶
率・未婚率を直接示すデータはないが、推定することは
可能であろう。
嘱託は８５％が配偶者と同居しており、次いで正規と出
向は６５％が配偶者と同居している。なお、出向は単独世
帯の者が２４％いるが、その内のいくらかは出向に伴う単
身赴任の者であると想定される。ということは、出向の
有配偶率はより高くなると思われる。契約は、配偶者と
の同居は半数に満たず、親との同居者が３５％もいる。
パートタイムは配偶者と同居している者は４割強で、単
独世帯も１８％いる。
臨時は、半数強が配偶者と同居しているが、親との同
居と単独世帯の者がそれぞれ２割強いる。登録型派遣
表４―２ 雇用形態別家族構成および主な収入源
全労
働者
同居し
ている
同居し
ていな
い
全労
働者
主な収入源
配偶者 子ども 親
兄弟
姉妹
その他
自身の
収入
配偶者
の収入
子ども
の収入
親の
収入
兄弟姉
妹の収
入
その他 不明
正規 １００．０ ８２．７ ６５．０ ５２．７ ２５．２ ５．４ ２．２ １６．８１００．０ ９６．１ ０．９ － ２．６ ０．０ ０．２ ０．２
出向 １００．０ ７５．３ ６５．２ ５０．５ １６．１ ２．２ １．０ ２４．２１００．０ ９８．１ ０．５ － ０．３ － － １．１
契約社員 １００．０ ８１．３ ４８．９ ２８．２ ３５．５ ９．５ ３．２ １８．３１００．０ ９０．８ ２．１ ０．０ ５．５ ０．１ １．１ ０．３
嘱託社員 １００．０ ９１．５ ８５．５ ４１．７ １４．７ ０．９ １．８ ７．３１００．０ ９４．８ ２．２ ０．４ ０．３ ０．０ １．７ ０．６
パ トータイム １００．０ ７８．９ ４２．６ ２６．７ ４１．３ １５．４ ４．１ １８．６１００．０ ６４．８ ３．９ １．１ ２２．８ ０．０ ４．９ ２．５
臨時 １００．０ ７６．７ ５５．１ ２５．５ ２１．２ ５．９ ３．４ ２３．３１００．０ ８１．６ ０．７ ０．４ ９．３ － ８．０ －
登録型派遣 １００．０ ７１．３ ３７．４ ２５．６ ３３．２ ９．０ ３．１ ２８．５１００．０ ９０．２ ２．４ １．８ ４．４ ０．７ ０．６ ０．１
常用型派遣 １００．０ ６７．１ ４２．６ ２９．１ ２５．５ ６．０ ５．２ ３２．５１００．０ ９１．７ ３．６ ０．１ ２．５ ０．８ ０．８ ０．５
注：「同居」とは、同一生計で同じ敷地内に住んでいることをいう。
表頭「配偶者」には、事実上夫婦として生活している事実婚を含む。
注：表側「総数」には、「在学の有無」不明が含まれる。
該当するものが複数ある場合は、最も収入の多いものとした。
出所：厚生労働省 2014年「就業形態の多様化に関する総合実態調査(個人票)」より作成
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は、配偶者との同居している者の割合が最も少なく、親
との同居者が１／ ３、単独世帯が３割弱いる。常用型派
遣は、配偶者との同居が４割強で、親との同居が１／
４、単独世帯が３割強である。
親との同居者と単独世帯の者を未婚者と想定すると、
未婚者率は、正規４２％、出向３８％（このうち、何パーセ
ントかは、単身赴任の者がいると思われるが）、契約は
５４％、パートタイムは６０％、臨時４５％、登録型派遣は
６２％、常用型派遣は６０％となる。正規に比べて嘱託、出
向を除いて、未婚割合が著しく高いと思われる。労働力
調査によると、未婚率は、パート３３％、アルバイト
６７％、派遣５３％、契約３７％、嘱託８％であった。
１６年国民生活基礎調査の年齢層別の有配偶率を見る
と、２５歳から６４歳までの各年齢階層とも正規よりも非正
規の、有配偶率が低い。つまり未婚率が高い。３０～５４歳
層の有配偶率を見ると、正規は７４.６％であるのに対し
て、アルバイト１９.６％、パート２７.２％、契約２８.１％、嘱
託と派遣と嘱託は３８.１％である。３０～５４歳層では離死別
者はそう多くないので、この逆数がほぼ未婚率と見なし
てよいであろう。
５５～５９歳層の有配偶率でも大きな差があり、正規
８３.７％、パート５７.７％、アルバイト４７.６％、契約５６.６％、
嘱託６２.６％、派遣６２.６％である。つまり、５５～５９歳層で
パート４割強割、アルバイトの５割強、契約の４割強、
嘱託と派遣の４割弱が未婚なのである。中高年になって
も未婚率は正規に比べ低下しないのである。
ただし、６０～６４歳では正規との差は縮まり（正規８３.４％
に対して最も低いアルバイトでも６７.７％）、６５歳以上で
は差がなくなる。このことは、現在は非正規でも、６０歳
になるまでは正規で働いており、その間に結婚をしてお
り、定年後の再就職が非正規であった者が多かったこと
を意味しているのであろう。
しかし、これからの男性の非正規には、生涯未婚であ
ろう者が多く出てくる可能性が高い。このことはこれら
非正規の雇用形態にある者に結婚できない要因があるこ
とを示唆している。その点については後で述べたい。
主な収入源
彼らの主な収入源を見ると、パートタイムはと臨時を
除いて９０％以上が自己の収入である。自己以外の収入源
は、親が、パートタイムで２割強、臨時で１割弱であ
る。それ以外に他の収入減があるものはわずかであ
る。、非正規で得られる収入である。
つまり、彼らはこの非正規の労働で得られる収入を主
にし、それで大半は生活しているのである。ところが、
その収入額は、後で述べるが、大変少ない。
3．男性非正規雇用者の就業状況
非正規の就業状況どのような特徴を持っているのであ
ろうか。
非正規電隊の職業（職種）については、１の付置状況
で述べたが、雇用形態によって、就いている職業の傾向
は異なっている。
それを多様化調査で見てみよう（表５）。
出向は、管理的な仕事と事務的な仕事に６割弱就いて
おり、契約は４割強が専門的・技術的な仕事に就いてい
る。嘱託は事務的な仕事と専門的・技術的な仕事が比較
的多いが、多様である。パートタイムは、サービスの仕
事が３割強を占め、販売と運搬・清掃・包装等の仕事に
それぞれ２割弱就いている。臨時は、一部専門的・技術
的な仕事に就いている者もいるが、建設と運搬・清掃・
包装等に４割強いる。登録型派遣は、本来派遣される業
務であった専門的・技術的な仕事に就いている者は２割
弱で、生産工程（工場労働）と運搬・清掃・包装等で６
割弱を占めている。常用型派遣派遣は、専門的・技術的
表５ 雇用形態別現在の職種構成（男）
総数 管理
専門・技
術
事務 販売 サービス 保安 生産工程
輸送・機
械運転
建設・採
掘
運搬・清掃
・包装等
正規 １００．０ ２４．１ １５．４ ３０．９ ８．８ ４．５ ０．７ ７．２ ３．４ ２．８ １．８
出向 １００．０ ３４．８ １８．４ ２３．３ ６．６ ２．２ ０．４ ８．４ １．６ １．９ ２．１
契約 １００．０ ５．５ ４２．６ １０．４ ７．０ ９．５ ２．８ ９．０ ５．８ ０．５ ６．１
嘱託 １００．０ １５．３ １９．２ ２５．５ ５．８ ６．１ ３．３ ８．６ ８．６ １．７ ４．８
パ トータイム １００．０ １．５ ８．５ ６．５ １７．２ ３１．７ ４．２ ５．５ ３．９ ０．４ １９．２
臨時 １００．０ １．１ １３．０ ３．９ ３．５ １２．３ ５．４ ２．３ ７．５ ２１．８ ２１．３
登録型派遣 １００．０ １．７ １７．４ １０．０ ４．２ ３．４ １．７ ３３．８ ２．８ ０．４ ２４．０
常用型派遣 １００．０ １．８ ４５．６ １０．４ １．２ ２．５ ２．２ ２０．３ ２．９ ２．３ ９．３
注：表側「総数」には、「年齢階級」「在学の有無」不明が含まれる。
出所：厚生労働省２０１４年「就業形態の多様化に関する総合実態調査（個人票）」より作成
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な仕事と事務的な仕事で５割を超えているが、生産工程
の仕事に就いている者も２割いる。
つまり、出向、契約、常用型派遣はノンマニュアル・
オフィスの仕事に就いている者が多いが、パート、臨
時、登録型派遣は、サービスや運搬・清掃・包装等、専
門的能力や熟練を必要としない、いわば単純作業に就い
ている者が多い。
在籍期間
多様化調査での現職の在籍期間は表６のとおりであ
る。
正規は５年以上が８割近くを占め、うち１０年以上が６
割弱で、２０年以上も３割いる。出向は１年未満が２割、
１～５年４割で、１０年以上が２割である。契約は、１年
未満が２.５割、１～５年が４.５割で、５年未満で７割を占
めている。１０年以上は１割に満たない。嘱託は、１年～
５年未満が比較的多く、半数以上を占めている。１０年以
上は１割に満たない。
パートタイムは、１年～５年未満が半数であるが、５
年～１０年未満が比較的多くいるのが特徴である。臨時
は、２年未満４割を占めているが、他方、臨時と言いな
がら１０年以上継続している者が２割もいる。登録型派遣
は、１年未満がほぼ半数で、３か月未満も１割強いると
いう、短期間勤務の典型である。常用型派遣は、５年未
満が６割を占めるが、５年以上が４割弱いる。
なお、国民生活基礎調査（１６年）によれば、平均在職
年数は、正規１６.６年、パート８.１年、アルバイト７.３年、
派遣５.９年、契約７.４年、嘱託８.２年である。非正規の平均
在職期間は、正規に比べて、パートと嘱託はその半分、
アルバイトと契約は４５％程度、派遣は１／３である。
在職期間については、年齢要素も大きいと思われる。
事実、正規は年齢の上昇とともに就業期間は長くなって
いる。非正規にもその傾向はみられるが、正規ほどの期
間の増加は見られない。４０～４４歳層の平均在職年数を見
ると、正規は１５.８年であるのに対して、パートとアルバ
イトおよび契約、嘱託は正規の５割前後、派遣は４割弱
である〈国民生活基礎調査（１６年）〉。
非正規は、以上のように、正規に比べ在籍期間は短い
が、他方で１０年以上も同じ会社で非正規のままいる者も
相当数いる。
学校卒業後、現職に就く以前の雇用形態（在学時のア
ルバイトは除く）を見ると（表７）、正規は他の雇用形
態に就いた経験がある者は１２.５％にすぎないが、現職が
非正規の者の中には、出向と嘱託を除いて、過去に正規
を経験したことがない者が、契約の３５％、パートタイ
ム、臨時、登録型派遣の３０％以上、常用型派遣の２５％
と、相当数いる。
非正規の現在の雇用形態以外の雇用形態の移動は、契
約と常用型派遣は４割前後が、臨時は５割強が、別の雇
用形態を経験している（ただし、１人で複数の雇用形態
を経験している者がいるので実態はこの割合よりも少な
い）。パートタイムは他の雇用形態を経験している者の
割合は少ない。つまり、パートタイムという雇用形態を
続けている者の割合が高いのである。
正規は初職から転職しないで継続している者が大半な
のに対して、非正規は非正規という雇用形態の中で転職
あるいは契約更新を繰り返している者が多く、それが１０
年以上続けている者もいることも見えてくる。
就業時間
月末１週間および月間の平均就業時間を正規と比較し
て見ると、週間の就業時間は、正規が４６.２H、アルバイ
表６ 現在の会社での在籍期間（男）
雇用形態
全労
働者
３か月
未満
３か月
～６か
月未満
６か月
～１年
未満
再掲
１年
未満
１年
～２年
未満
２年
～３年
未満
３年
～５年
未満
再掲１年
～５年
未満
５年
～１０年
未満
１０年
～２０年
未満
２０年
以上
不明
正規 １００．０ ０．３ ０．７ ３．９ ４．９ ４．３ ４．４ ８．０ １６．７ ２０．９ ２６．１ ３１．１ ０．３
出向 １００．０ １．９ ６．９ １１．７ ２０．５ １５．９ １４．０ １１．８ ４１．７ １４．４ １１．６ ９．６ ２．２
契約 １００．０ ２．７ ６．１ １５．３ ２４．１ １７．５ １１．９ １５．８ ４５．２ １８．１ ７．２ ２．２ ３．２
嘱託 １００．０ ３．０ ３．９ １０．５ １７．４ １９．５ １７．２ １９．７ ５６．４ １１．９ ４．１ ３．１ ７．１
パ トータイム １００．０ ３．０ ５．３ ７．３ １５．６ ２０．３ ６．４ ２３．０ ４９．７ ２３．５ ８．２ １．０ ２．０
臨時 １００．０ ７．１ ８．５ １３．０ ２８．６ １２．８ ６．８ ９．４ ２９．０ １４．０ １９．６ １．６ ７．２
登録型派遣 １００．０ １１．５ １７．２ １８．４ ４７．１ １９．３ １０．５ ７．９ ３７．７ １０．６ ３．６ － １．０
常用型派遣 １００．０ ４．５ ４．７ ９．７ １８．９ １６．１ ９．７ １６．５ ４２．３ ２２．９ １３．１ １．９ ０．９
注：現在の会社での在籍期間は、現在の就業形態での在籍期間について回答している。
派遣労働者は、派遣元での在籍期間（派遣労働者として雇用されてきた契約期間を合計した期間）について回答している。
表側「総数」には、「年齢階級」「職種」不明が含まれる。
出所：厚生労働省２０１４年「就業形態の多様化に関する総合実態調査（個人票）」より作成
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トは５６％、派遣は８２％、契約は８６％、嘱託は７８％であ
る。月間の平均就業時間は、正規が１９２.５Hで、正規の
労働時間の、パートは６５％、アルバイトは５５％、派遣は
８１％、契約は８６％、嘱託は７８％である。週間および月間
の平均就業時間、非正規はどの雇用形態とも正規よりは
短く、かつ週間と月間の正規との就業時間の比はほとん
ど変わりない（労働力調査〈２０１６年〉）。以下では週間の
就業時間について雇用形態別の特徴を見ることとする
（表８）。
正規は、３５時間未満の者（短時間正社員）はわずか
で、大半（８３％）は４０時間以上であり、５０H以上の者が
２３％もいる。出向は正規とほぼ同じである。契約と嘱託
は正規よりやや短い。パートタイムは、短時間就業者と
言える３５H未満が６割（３０H未満が半数弱）であるが、
フルタイムで働いている（４０H以上）パートが１５％お
り、５０H以上の者も４％いる。登録型派遣は３５H未満が
２割で、６割は４０H以上で、５０H以上の者も７％いる。
常用型派遣は正規よりは短い者がやや多いが、５０H以上
の者も１５％いる。
なお、賃金構造基本統計調査〈２０１７年〉によると、規
模１０人以上の正規の月間労働時間は１６５H＋超勤１６H
で、常用の非正規は１６５H＋１６Hで正規と変わらない。
また短時間労働者は１日平均の労働時間は５.４Hで、月
間の勤務日数は１５.４日である。月間の勤務時間数は５４×
１５.４＝８３.２Hとなり、正規の半分である。
つまり、各非正規の平均就労時間は正規に比べて少な
いが、パートでさえ正規並みの就労時間で働いている者
が何割か存在し、契約、嘱託、派遣は半数以上が正規並
みの働き方をしているのである。就業時間から見れば、
多数の「名ばかりの非正規労働者」が存在しているので
ある。
4．非正規の処遇
以下では非正規の処遇について、雇用契約期間、賃
金、適応される各種制度について見ていこう。
表７ 最終学校卒業後経験した雇用形態（男）
現職の雇用
形態
経験した雇用形態（複数回答） 現形態以
外の経験
割合計正規
正規以外
の労働者
出向 契約 嘱託
パート
タイム
臨時
登録型
派遣
常用型
派遣
その他
正規 １００．０ １２．５ １．１ ３．８ ０．５ ４．０ １．８ １．４ ０．９ ２．１ １５．６
出向 １００．０ １００．０ １００．０ １．４ ０．７ ０．７ １．４ ０．４ ０．６ １．６ ６．８
契約 ６４．７ １００．０ ３．７ １００．０ ２．５ １０．３ ３．７ ５．７ ３．６ １０．０ ３９．５
嘱託 ９２．３ １００．０ ４．０ １．９ １００．０ １．４ ０．６ ０．３ ０．５ ２．４ １１．１
パ トータイム ６９．８ １００．０ ３．５ ７．５ １．７ １００．０ ２．４ ２．９ ２．７ ４．８ ２５．５
臨時 ６８．８ １００．０ １．０ ２．３ ０．３ ３．９ １００．０ ０．２ １．０ ３．０ １１．７
登録型派遣 ６６．０ １００．０ １．９ １８．２ １．５ １３．７ ５．９ １００．０ ４．３ ６．１ ５１．６
常用型派遣 ７５．９ １００．０ ３．６ １１．５ １．０ ９．７ ３．０ ８．１ １００．０ ５．８ ４２．７
その他 ６１．８ １００．０ ０．８ ９．６ ３．２ １３．２ ３．１ ５．７ ４．１ １００．０ ３９．７
現形態以外の形態の経験総割合数 １９．６ ５６．２ １１．４ ５６．９ ２１．９ ２４．７ １７．７ ３５．８
出所：厚生労働省２０１４年「就業形態の多様化に関する総合実態調査（個人票）」より作成
表８ 平均的な１週間の実労働時間 （単位：％）
全労
働者
２０H
未満
２０～２５
H未満
２５～３０
H未満
３０～３５
H未満
３５H
未満
３５～４０
H未満
４０～４５
H未満
４５～５０
H未満
５０～６０
H未満
６０H
以上
５０H
以上
正規 １００．０ ０．４ ０．２ ０．３ １．３ ２．２ １６．７ ３２．５ ２４．４ １５．５ ７．３ ２２．８
出向 １００．０ ０．３ ０．４ ０．４ ０．４ １．５ １５．７ ３６．３ ２３．２ １７．０ ４．８ ２１．８
契約 １００．０ ５．９ ２．３ １．７ ４．５ １４．４ ２０．４ ３１．２ １９．６ ８．５ ４．３ １１．８
嘱託 １００．０ ２．９ ４．８ ３．６ ７．７ １９．０ ３０．５ ３２．５ ９．０ ４．５ ２．７ ７．２
パ トータイム １００．０ ２０．４ １７．０ １１．０ １３．６ ６２．０ １８．７ ５．８ ３．２ １．０ ３．１ ４．１
臨時 １００．０ ４０．７ ９．５ １２．４ ３．３ ６５．９ １９．２ ５．４ ５．０ ０．５ ０．０ ０．５
登録型派遣 １００．０ ８．７ ２．３ ５．９ ３．６ ２０．５ １９．０ ３４．３ １４．５ ４．０ ３．３ ７．３
常用型派遣 １００．０ １．６ １．５ １．５ ４．６ ９．２ ２０．７ ３３．２ ２１．４ １２．５ ２．３ １４．８
注：総数には、働いていなかった、労働時間不明を含んでいる
出所：厚生労働省２０１４年「就業形態の多様化に関する総合実態調査（個人票）」より作成
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雇用契約期間
雇用契約期間は、データがある多様化調査（１４年）に
よれば、表９のとおりである。
正規は雇用期間の定めはない。原則定年まで継続す
る。それが最大の特質である。他方、非正規の多くは雇
用期間の定めがある。つまり労働契約を結ぶときに雇用
期間が決められているのである。
契約は１００％期間の定めがあり、その期間は１年未満
が１／４で、６割は１～２年未満で、３年以上の契約は
わずか５％しかない。その他の形態では、嘱託（再雇用
者）、臨時、登録型派遣の８割以上が、パートタイムと
常用型派遣の半数以上が雇用期間の定めがある。
その期間は、さまざまで、嘱託は３／４が１～２年未
満で、パートタイムは６か月から２年未満に集中してい
る。登録型派遣は半数以上が６か月未満で、１年以上あ
るものは１５％しかいない。そして契約が更新される保証
はない。
他方、パートや派遣には雇用期間の定めのない者の比
較的多くいる。しかし、彼らは正規とは異なり、契約期
間の定めが無いことによって、リーマンショック時に頻
発した「派遣切り」のように、いつでも解雇される可能
性があり、雇用の安定性はない。
出向は期間があるものは２１％で、その多くは２年以上
である。そしての定めのないものが７８％である。出向は
出向期間を決め、期間終了後は元の会社に戻るのが本来
の姿であったが、出向者に中高年齢層が多いことから、
期間が規定されていない出向者は、中高年齢者の処遇
（賃金、役職）対応として出向させ、そして出向先で定
年まで勤める「片道出向」の可能性が高い。
このように非正規の雇用期間契約は数ヶ月から２年未
満であり、不安定な雇用である。事実、彼らの現職の平
均在職期間をみると（１６年労働力調査）、正規の１４.０年
（１０年以上５６.９％）に対して、パート７.６年、アルバイト
４.７年（１年未満３１.３％）、派遣４.５年（１年未満３０.９％、
１４年多様化調査では登録型は１年未満４７％）、契約５.４
年、嘱託５.１年）である。ただし、１０年以上在職する者
も相当数いる。パート２割強、契約２割弱、アルバイ
ト、派遣でも１割強いる。
このように、非正規は正規に比べ現職の在職年数が少
ないものが多いが、１０年以上という比較的長く続けてい
る者も相当数いる。中には２０年以上の者もいる。
つまり、契約期間は短いが、その契約を繰り返すこと
によって在職期間が長くなっているのである。ただし、
契約が更新される保障はない。非正規は、有期契約の者
も、雇用期間の定めのない者も、雇用は不安定である。
給与形態と賃金
非正規の給与算定の基礎となる給与形態はどのような
ものであろうか。
正規と出向はその大部分が月給制であるが、非正規の
多くは時間給ないし日給である（表１０）。
契約は月給が半数いるが、時間給と日給が多い。嘱託
は月給制が７割弱で、時間給と日給が合わせて２割であ
る。パートと臨時は時間給か日給である。派遣は登録型
の多くが時間給で、常用型は月給と日給に分かれてい
る。なお、出向、契約嘱託に年俸制の者が１割弱いる。
欧米に多い週給制は日本ではネグリジブルである。
時間給制の雇用者は働いた時間、日給制の雇用者は働
いた日しか賃金が出ない。つまり、休日や欠勤は無給で
ある。彼らの多くには有給休暇制度は適用されていな
い。つまり、月の収入も不安定なのである。
このような給与形態の下での、彼らの賃金はどの位あ
るのであろうか。
１６年賃金構造基本統計調査によって、男性の正規と常
用非正規の賃金の中位数と第１・十分位数と第９・十分
表９ 雇用契約期間
総数
雇用契約
期間の定
めなし
雇用契約期間の
定めあり
雇用契約期間
１か月
未満
１～３か
月未満
３～６か
月未満
６か月～
１年未満
１～２
年未満
２～３
年未満
３年以上 不明
出向 １００．０ ７８．０ ２１．１ １００．０ － － ０．８ １．２ ３３．５ ２４．４ ３６．４ ３．７
契約 １００．０ － １００．０ １００．０ ０．１ ０．８ ７．２ １６．０ ６１．６ １．０ ５．１ ８．２
嘱託 １００．０ ９．４ ８９．７ １００．０ － ０．３ ０．６ ８．５ ８３．９ １．２ ４．５ １．１
パ トータイム １００．０ ４１．９ ５６．２ １００．０ － １．７ １１．０ ３７．８ ４５．５ １．１ ２．０ ０．８
臨時 １００．０ － ９５．２ １００．０ ５．８ ０．８ － － － － － ９３．４
登録型派遣 １００．０ １７．８ ８１．７ １００．０ ０．２ ２３．２ ４２．３ １１．２ １３．８ ２．５ ２．５ ４．５
常用型派遣 １００．０ ４６．２ ５３．１ １００．０ ０．１ １５．６ ４２．０ １３．４ ２３．１ ０．１ ３．９ ２．０
出所：厚生労働省２０１４年「就業形態の多様化に関する総合実態調査（個人票）」より作成
28 柴田弘捷
位数による正非の賃金格差見てみよう。年齢計の中位数
の所定内賃金は正規３０８.２千円、非正規は２０７.４千円で、
非正規は正規の６７.３％、金額で１０万円の差がある。年齢
階層別で、正規の中位数が最も高い５０～５４歳層の正規の
賃金は４０６.６千円で、その年齢層の非正規は２７６.６千円
で、正規の６８.０％、金額では１３万円の差である。総じて
非正規は正規の６７％前後の賃金水準である。正規の第
１・十分位数と第９・十分位数の所定内賃金格差は正規
が３４万円強の差、第９は第１の２.７１倍であるのに対し
て、非正規は２０万円弱、２.３５倍である。つまり非正規は
総体的に賃金が低く、年齢が高いほど正規との賃金額の
差は開くのである。
非正規の賃金は、雇用形態によって異なる。１か月
（１４年９月）の賃金分布は表のとおりである （表１１）。
正規は１０万円未満が０.２％しかなく（正規でも１０万円
未満がいる！！）、２０万円以上が大半（８５％）で４０万円
以上が２割強いる。これに対して、非正規全体では１０万
円未満が４割弱おり、２０万円未満は８割弱である。中で
もパートと臨時は半数以上が１０万円未満で、２０万円を超
える者はわずかである（パートタイム４.６％、臨時８.
０％）。なお、当月給与収入のなかった者が、パートタ
イムと臨時にそれぞれ３.５％、登録型派遣に５.５％いる。
つまり、時給、日給制のため、就業しなかった月は無収
入になるのである。
契約と嘱託は１０万円～３０万円未満の範囲に８割が集中
している。登録型派遣は半数（４８.９％）が２０万円未満
で、３０万円以上は１割に満たない（８.８％）。常用型派遣
は２０万円未満が３割で、３０万円を超える者も３割いる。
出向は、正規の水準を超える者が多く、３０万円以上が
５割弱で、５０万円以上は正規を１６.５ポイント上回る２９.６％
いる。賃金水準から見れば、非正規の中では別格なので
ある。
次に、１６年の仕事からの年間収入を見てみよう（表１２
〈労働力調査詳細集計〉）。
正規は２００万円未満が６％、２００～３００万円未満が１／３
で、５００万円以上が４割である。１０００万円を超える者も
５％弱いる。これに対してパートとアルバイトは７割以
上が２００万円未満で、３００万円未満では９５％に達する。つ
まりほとんどが３００万円未満の年収である。
派遣は４割が２００万円未満、契約は１／３が２００万円未
満で、４００万円未満が８割を越える。嘱託は２００万円未満
が１／４いる一方、５００万円以上が１５％おり、人によって
大きな差が見られる。
月収を見ても年収を見ても、パートとアルバイト、そ
して臨時と登録型派遣の収入は非常に少ない。彼らは実
表１０ 賃金額の算定基礎
総数 時間給 日給 週給 月給 年俸 その他
正規 １００．０ ２．５ ４．８ － ８７．６ ３．７ ０．９
出向 １００．０ ２．７ ３．８ ０．４ ８３．０ ８．７ １．３
契約 １００．０ ２７．６ １１．０ ０．３ ５０．４ ８．８ １．３
嘱託 １００．０ １２．４ ８．０ ０．１ ６７．８ ９．０ ２．５
パ トータイム １００．０ ８２．８ ６．４ ０．０ ７．４ ０．０ ３．１
臨時 １００．０ ４３．５ ５０．０ － ６．２ ０．１ －
登録型派遣 １００．０ ７５．５ ７．２ ０．２ １６．０ ０．７ －
常用型派遣 １００．０ ４２．３ ９．６ － ４４．７ ２．９ ０．５
注：月払いでも、時間単位や日単位で賃金が計算されていると
きは、「時間給」や「日給」とした。
表側「総数」には、「年齢階級」不明が含まれる。
出所：厚生労働省２０１４年「就業形態の多様化に関する総合実態
調査（個人票）」より作成
表１１ １６年９月の賃金総額（税込み）
総数
支給
なし
１０万円
未満
１０万円
～
２０万円
未満
２０万円
未満
２０万円
～
３０万円
未満
３０万円
～
４０万円
未満
４０万円
～
５０万円
未満
５０万円
以上
不明
正規 １００．０ ０．１ ０．１ ７．３ ７．５ ３０．０ ３０．８ １７．７ １３．１ ０．８
出向 １００．０ ０．７ ０．３ ４．７ ５．０ １６．０ ２４．１ ２３．８ ２９．６ ０．９
契約 １００．０ ０．９ ４．７ ３３．１ ３７．８ ３８．７ １１．２ ５．８ ４．６ １．１
嘱託 １００．０ ０．１ ３．５ ３４．４ ３７．９ ４０．０ １２．３ ６．６ ２．６ ０．４
パ トータイム １００．０ ３．５ ４０．７ ４６．３ ８７．０ ６．５ ０．８ ０．２ １．１ ０．９
臨時 １００．０ ３．５ ５０．３ ３１．８ ８２．１ １１．９ ０．７ － － １．９
登録型派遣 １００．０ ５．５ １３．３ ３５．８ ４９．０ ３３．１ ６．１ １．８ ０．９ ３．６
常用型派遣 １００．０ ０．２ ４．６ ２５．０ ２９．６ ３９．５ １８．７ ９．１ ２．６ ０．３
注：１）表側「総数」には、「年齢階級」「在学の有無」「職種」「９月の週実労働時間数階級」不明が含まれる。
２）表頭「９月の賃金総額（税込）」とは、平成２６年９月１日～３０日の間に現在の会社で支給された賃金をいい時金及び特別手当は
除く）、税金、社会保険料等が控除される前の総支給額をいう。
３）表頭「支給なし」とは、９月分の給与算定期間より後に採用されるなど、９月の給与が支給されないことををいう。
出所：厚生労働省２０１４年「就業形態の多様化に関する総合実態調査（個人票）」より作成
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働時間が少ないということが影響していると思えるが、
それだけでなく正規は在職年数（年齢）と共に賃金が上
昇していくのであるが、非正規の大半は年齢による賃金
の上昇は見られない。正規と常用非正規の賃金格差は
６７.４（正規 ＝１００）で正規の２／３でしかない（２０１６年
賃金構造基本統計調査）。
非正規全体で、月給与（所手当込）で２０万円未満に達
しない者がパートタイム、臨時、登録型派遣を中心に４
割弱、年収で２００万円未満がパート、アルバイトを中心
に半数以上も存在している。彼らの収入が少ないのは、
月間、年間の就業時間が少ないものが多くいることにも
あるが、時給が少ないことにある。
もちろんパート・アルバイトや派遣（登録型）でも職
種によってその賃金は異なる。一例として、本年９月時
点でパート・アルバイトと派遣スタッフの募集時の時給
を見てみよう（性別区分なし）＊３。
首都圏（東京都＋神奈川県＋千葉県＋埼玉県）のアル
バイト・パートの募集時平均時給額は１０５４円で、職種別
のそれは、販売・サービス系１,０３３円（最高はキャン
ペーンスタッフで１,２６２円、最低は CD・ビデオレンタル
スタッフ９０８円）、フード系１,０２０円（居酒屋・バーの
ホールスタッフ１,０３５円、パン職人・パティシエ９７５円
〈前者は最高額職種と金額、後者は最低額職種と金額－
以下、同じ）、製造・物流・清掃系１,０３５円（フォークリ
フト等オペレータ１,１６６円、製造・生産９８４円）、事務系
１,１００円（コールセンタースタッフ１,２６８円、受付１,０６３
円）、営業系１,１８５円（テレフォンアポインタ １ー,２２６円、
営業１,１５５円）、専門職系１,１７５円（看護師１,７５６円、エス
テ・ネイル・マッサージ１,０１０円）であった。
派遣スタッフの募集時平均時給額は１,６４４円で、オ
フィスワーク系１,４９１円（通訳・翻訳１,７９９円、受付１,３５２
円）、営業・販売・サービス系１,４４１円（営業・企画営業
１,６５２円、販売１,３１３円）、IT・技術系１,９８６円（SE・プロ
グラマ・ネットワークエンジニア２,４２５円、CADオペ
レータ、CAD設計１,６６２円）、クリエイティブ系１,７２８円
（WEB関連１,８１９円、デザイナ １ー,５０１円）、医療・介護・
教育系１,４２１円（看護師・准看護師１,８７４円、医療事務１,
２１８円）であった。
トータルの募集時平均時給はパート・アルバイトより
も派遣スタッフの方が６５５円高い。また同じアルバイ
ト・パートでも最高と最低では８４８円の差があり、派遣
スタッフでは最高と最低では１,１８７円の差があった。な
お、アルバイト・パートの最低額は法定最低賃金並みで
ある。事実、法定最低賃金でパート・アルバイトを雇用
している事業所はいくつもある。そして、彼らの時給
は、勤続を続けてもほとんど昇給しないのである。中に
は、法定最低賃金の改定（引き上げ）時に、その上げ額
と同額の金額を上げて、「昇給」としている事業所・企
業もある。
最低額の時給で正規労働者並みの就業時間（月間１６５
H×１２ヶ月＝１９８０H）を働いたとして、パートの年間賃
金を計算すると２００万円に満たない（９０８×１９８０＝１,７９７,
８４０円）。また平均額でもやっと２００万円を若干超えるに
すぎない（１０５４円×１９８０H＝２,０８６,９２０円）。パートより
やや高い派遣（平均時給１,６４４円）でやっと３１０万円強で
しかない
男性非正規労働者の大半は、女性と違って、この自己
の収入によって生活しているのである。
多様化調査によれば、生活を支える主な収入源を本人
の収入であるとする者は、出向９８.１％、契約９０.８％、嘱
託９４.８％、パートタイム６４.８％（親２２.８％）、臨時８１.６％
（親９.３％）、登録型派遣９０.２％、常用型派遣９１.７％である
（女性は、本人２９.３％、配偶者５８.８％、親９.０％）。
その収入が２００万円未満とすれば、その収入で生活し
ている彼らとその家族は、まさに彼らはワーキングプ
ア、生活困窮者と言わざるを得ない。すでに見たよう
に、非正規労働者にはこのレベルの収入の者が多数存在
しているのである。
表１２ 仕事からの収入（１６年平均）（男） 単位：万人、％、
総数
１００万円
未満
１００～
１９９万円
２００万円
未満
２００～
２９９万円
３００～
３９９万円
２００～
３９９万円
４００～
４９９万円
５００万円
以上
正規 ２，２７８ １００．０ １．２ ４．８ ６．０ １３．９ １９．３ ３３．１ １７．５ ４０．０
パート １１５ １００．０ ２７．８ ４５．２ ７３．０ １７．４ ４．３ ２１．７ １．７ ０．９
アルバイト ２０８ １００．０ ５２．９ ２８．４ ８１．３ １１．４ ３．４ １４．９ ０．５ ０．５
派遣 ５５ １００．０ １４．５ ２７．３ ４１．８ ３２．７ １２．７ ４５．５ ３．６ ５．５
契約 １５４ １００．０ ６．６ ２６．６ ３３．１ ３１．２ １８．２ ４９．４ ８．４ ７．１
嘱託 ７４ １００．０ ５．４ １８．９ ２４．３ ２８．４ ２０．３ ４８．６ ９．５ １４．９
出所：総務省「２０１６年労働力調査（詳細集計）速報」より作成
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非正規に適用される各種制度
企業には、当然にもその従業員に適用される諸制度が
ある。しかし、その諸制度を持っている割合は企業に
よって異なる。また、適用される労働者も雇用形態に
よって異なっている。
まず、各種制度を適用している企業割合を見てみよう
（多様化調査）。なお、各種制度の適応状況は企業規模に
よって相違があり、かつ必ずしも、大企業は適用企業割
合が高く、小企業ほど低いというような傾向的数値は見
られないが、相対的に適用企業割合の高い規模１０００人以
上の企業を中心に見ることにする（表１３―１）。
まずは、基本的にすべての企業が導入し、正規には全
員に適用される雇用保険、健康保険、厚生年金制度につ
いてである。
雇用保険は、契約、嘱託、パートタイム労働者には８０％
以上の企業が適用している。ただ、出向と臨時に適用し
ている企業は半数以下である。健康保険は、契約と嘱託
には８０％以上が適用しているが、パートと出向にはやや
少なく、臨時に適用している企業は１４％しかない。厚生
年金もほぼ同様ある。この基本的なこの３保険は契約、
嘱託、パート労働者に適用している企業は比較的多い
が、出向と臨時への適用割合は低い（ただし、出向は、
出向元企業で適用されている可能性が高い）。
企業年金を導入（＝正規への適用割合）している企業
は低く（４３％、これは企業規模が小さくなるほど導入率
が低く、１００人未満の小企業では１割にも達していな
い）、しかも非正規に適用している企業割合はさらに低
い。財形制度は５４％の企業が導入しているが（これも、
企業規模が小さくなるほど導入率が低くなっている。１００
人未満の企業では２割強で、５～２９人小零細企業では９.
１％にすぎない）、非正規への適用割合は低い。
退職金と賞与支給制度は格差が大きい。退職金制度は
６割強の企業が導入しているが（これは実態から見ると
相当少ないと思われる。１０００人以上の企業で退職金制度
を持っていない企業が３割以上あるとは思えない。同調
査で事業所単位では８６％である）、非正規に適用してい
る企業割合は低い。相対的に多い出向でさえ３割に満た
ず、パートに支給する企業は６％でしかない。賞与制度
の導入率は７割であるが（これも実態から見ると相当少
ないと思われる。事業所単位では８８％である）、適用事
業所の割合は契約と嘱託は比較的高く（５９％）、出向と
パートは４割弱である。臨時は１割に満たない。
昇進・昇格制度の導入割合は、正規は７割弱であるが
（事業所単位では８９％である）、出向と契約は４割強、
パートは３９％とやや低く、嘱託と臨時への適用割合は低
い。
厚生施設等の利用を認めている企業は比較的に多く、
出向、契約、嘱託は６割を超えており、パートは５割
表１３―１ 各種制度等の適用企業割合（事業所票）
総数
適用される制度等
雇用
保険
健康
保険
厚生
年金
企業
年金
退職金
制度
財形
制度
賞与支
給制度
福利厚
生施設
等の利
用
社内教
育訓練
自己啓
発援助
制度
昇進・
昇格
フルタ
イム正
社員へ
の転換
短時間
正社員
への転
換制度
正規
１００．０ ・・・ ・・・ ・・・ １６．４ ５０．０ ２６．０ ５８．０ ３０．４ ３６．５ ２０．８ ４９．７ ・・・ ６．３
１００．０ ・・・ ・・・ ・・・ ４３．３ ６３．２ ５４．２ ６９．０ ５７．８ ６５．４ ４７．４ ６８．８ ・・・ ９．９
出向
１００．０ ３８．１ ３５．６ ３５．３ １５．６ ２３．５ ２０．３ ３３．６ ４５．５ ４２．８ ２５．７ ３１．６ ・・・ ・・・
１００．０ ４９．３ ４４．７ ４４．５ ２８．１ ２８．８ ３３．０ ３８．３ ６５．９ ６２．１ ４１．２ ４２．１ ・・・ ・・・
契約
１００．０ ７４．７ ７７．６ ７３．１ ８．９ １５．２ １７．２ ４８．８ ４４．８ ４８．７ ２４．３ ２９．９ ４０．６ ８．５
１００．０ ８６．７ ８７．２ ８１．１ １６．７ １１．７ ２８．８ ５９．４ ７０．５ ６７．９ ３９．０ ４５．０ ５８．５ １４．４
嘱託
１００．０ ７４．３ ７５．５ ７１．２ １０．２ １１．３ ２２．１ ５２．２ ４７．２ ３６．４ １９．２ ８．５ ６．６ ３．６
１００．０ ８０．６ ８２．０ ７６．５ １９．６ １８．９ ３６．４ ５８．５ ６９．２ ５４．２ ４０．２ ９．８ １０．２ ３．６
パ トータイム
１００．０ ６４．７ ４２．６ ３９．２ ３．２ ６．０ ５．５ ２８．９ ２４．１ ２６．０ ９．４ ２０．０ ３２．８ ４．５
１００．０ ８３．５ ６８．０ ６３．５ ９．６ ６．０ ９．６ ３６．３ ４７．３ ５６．７ ２４．４ ３８．７ ５３．１ ６．５
臨時
１００．０ １４．９ ９．８ ８．０ ０．７ ３．７ ０．９ ６．８ １０．６ ９．６ ３．０ ３．９ ７．６ １．８
１００．０ ４３．８ １３．８ １１．８ － １．０ １．５ ７．１ ３４．７ ３６．０ ２７．５ ０．２ ２．１ ２．８
派遣
１００．０ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ １３．６ １６．４ ２．９ ・・・ ・・・ ・・・
１００．０ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ １０．４ １２．８ ２．９ ・・・ ・・・ ・・・
注：各雇用形態上段―事業所総数、下段―常用従業員数１０００人以上の企業について
出所：厚生労働省 2014年「就業形態の多様化に関する総合実態調査」より作成
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弱、臨時は３５％である。計画的な社内教育訓練（OJT、
Off-JT等）は出向、契約には６割以上、嘱託とパートは
５割以上、臨時でも４割近くが導入している。
フルタイム正社員への転換制度を持つ企業は、契約と
パートに対しては５割以上で、嘱託には１割である。と
は言え、実際に転換できる契約やパートはわずかであ
る。後に見るように、労働契約法改訂（１３年施行）で
「５年勤続した者が申し出れば正規にしなければならな
い」ことになったが、その該当者がでる１８年に向けて、
企業「６か月の中断があれば継続と見なさない」という
条件を利用して、それを骨抜きにする行動に出ている。
なお、派遣については、雇用主は派遣事業所であるた
め、保険や退職金や賞与、およびフルタイム正社員への
転換等の制度は対象外である。ただ、社内教育訓練の実
施、福利厚生施設の利用については１割程度の企業が認
めている。
以上見てきたように、各種制度制度の適用企業割合
は、正規に比べ非正規への適用割合は低い。そして、雇
用形態によって適用割合が異なっている。
以上は、事業所単位の調査（事業所が回答）したもの
であるが、以下では、それらの制度を適用されている
（と思っている）労働者割合を見てみよう（表１３―２）。
ただし、臨時はこの項目への回答者が３割しかいないの
で、除外する。
基本３保険については、正規は当然ながら適用されて
いる（雇用保険の割合がやや低いのは、雇用保険制度が
適用されない、国、自治体の職員が含まれているためで
あろう）。出向は９割前後、契約と嘱託は８割強、派遣
は（派遣事業所の制度を）８割前後適用されている。し
かし、パートタイムは適用されている割合は低い。特に
健康保険と厚生年金は５割を切っている。
なお、国民生活基礎調査（１６年）によれば、公的年金
に加入していない者の割合は、正規はわずか３.４％であ
るのに対して、非正規は非加入者割合が高く、パート
４７.５％、アルバイト４６.２％、派遣２０.９％、契約２０.１％、嘱
託３０.１％、その他４０.７％である。
退職金制度の適用を受けている者の割合は、出向以外
は低く、契約と嘱託、常用型派遣は１６％程度、パートに
いたっては６％しかない。賞与は、出向は９割が適用さ
れているが、嘱託は６割弱、契約、常用型派遣は４割強
で、パートは３割である。福利厚生施設制度を非正規に
適用している割合は、出向を除いて低く、嘱託で５割
弱、常用型派遣は３割で、パートにいたっては２６％とし
かない。
フルタイムへの転換制度が適用されている者は、契約
で１８％、パートで１５％しかいない。
以上のように、諸制度の適用割合は、正社員比べ、非
正規は総じて低い。また、適用をされている（と思って
いる）労働者割合も低い。
5．男性非正規労働者の意識
以上のように、正規に比べ、賃金、その他の労働条件
で劣位にある非正規としての就業について、彼らはどの
ように思っているのであろうか。
職場不満足度
多様化調査（２０１４年）は雇用形態別労働者の職場満
足・不満足感を１２項目について調べている。以下ではそ
れに基づいて、非正規労働者の就業状態に関する意識
を、満足度という観点から見てみよう。なお、この調査
では諸項目について、それぞれ、１．満足、２．やや満
表１３―２ 各種制度等の適用労働者割合（個人票）
総数
適用される制度等
雇用
保険
健康
保険
厚生
年金
企業
年金
退職金
制度
財形
制度
賞与支
給制度
福利厚
生施設
等の利
用
社内教
育訓練
自己啓
発援助
制度
昇進・
昇格
フルタ
イム正
社員へ
の転換
短時間
正社員
への転
換制度
正規 １００．０ ９３．１ ９９．３ ９９．２ ３４．２ ８２．２ ５１．４ ８６．３ ５６．６ ４１．１ １０．４ ８．３
出向 １００．０ ８７．７ ９１．５ ８９．６ ５４．６ ８０．７ ６３．５ ８５．４ ７５．８ ５６．６ １０．０ １０．７
契約 １００．０ ７８．７ ８５．７ ８１．３ ５．９ １５．３ ７．６ ４０．１ ３０．９
回答
選択肢
なし
１１．８
回答
選択肢
なし
１８．２ １．４
嘱託 １００．０ ８０．４ ８７．３ ８２．５ １７．５ １５．４ １５．４ ５５．７ ４５．４ １６．０ ２．９ ３．１
パ トータイム １００．０ ４８．９ ３４．１ ２９．５ １．２ ４．２ １．６ ２０．８ １７．９ ８．０ １５．４ １．６
臨時 １００．０ １４．９ １２．８ １３．９ １．７ １１．７ ３．６ １２．７ １１．９ ２．４ ５．９ ２．０
登録型派遣 １００．０ ７６．３ ７５．５ ６７．７ ２．４ ３．１ １．６ ５．７ １７．０ ８．４ ３．８ ０．９
常用型派遣 １００．０ ７９．７ ８１．９ ７７．２ ９．２ ２９．１ １０．９ ３９．４ ２９．８ １８．４ ３．５ １．０
出所：厚生労働省２０１４年「就業形態の多様化に関する総合実態調査」より作成
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足、３．どちらでもない、４．やや不満、５．不満の５段階
で回答を聞き、それぞれの割合を示している。ここでは
「どちらかというと満足（１＋２）」（以下、満足）と「不
満足（４＋５）」（以下、不満））に分けて雇用形態別の
満足者割合・不満足者割合の分布を見てみよう（表１４）。
はじめに、「職業生活全体」について見てみよう。す
べての雇用形態で満足者が不満足者を上回っている。満
足している者割合が多い順で示すと、出向、正社員、嘱
託、パートタイム、契約、臨時、登録型派遣、常用型派
遣の順である。出向、正社員、嘱託は半数以上が満足し
ている。他方、不満足である者の割合は、常用型派遣、
登録型派遣、契約、正規、パートタイム、出向、嘱託、
臨時の順に多かった。嘱託、臨時は不満を示すものは１
割にも満たない。
以下、項目ごとに見てみよう。
仕事内容は、すべての雇用形態で満足割合は６割を超
え（契約、嘱託、パートタイムは正規のそれを上回る）、
不満割合は、出向と常用型派遣を除いて１０未満である。
賃金は正規も含めどの雇用形態でも不満割合が最も多
い。特に常用型派遣、登録型派遣、契約、嘱託にその割
合が多い。中でも常用型派遣は不満を示す者が４５.４％も
おり、満足割合を１０.６ポイントも上回っている。
「労働時間・休日等の労働条件」の不満足者割合は、
正規、出向、臨時、常用型派遣で１１％以上いるが、他は
９％未満である。
「人事評価・処遇のあり方」は総体として、賃金と同
様、満足割合は低く、正規、出向、常用型派遣には２０％
を超える不満がある。他は２０％未満である。
職場の環境については、臨時を除いて満足が５０％を超
え、不満は十数パーセントで、他の項目に比べて総体と
して多くない。
正社員との人間関係は、臨時を除いて満足が６０％を超
え、不満は１０％以下でしかない。非正規との人間関係も
臨時を除いて満足が５割を超え、不満は１０％以下であ
る。
指揮命令系統の明確性については、満足を示す割合が
５０％を超えるのが出向、パートタイム、登録型派遣だけ
で、他は４０％台である。不満は正規と契約に２割、１割
未満の臨時１４％のパートタイムを除いて、他は１７％前後
の不満足者が存在している。
雇用の安定性については、正規、出向、嘱託は比較的
満足割合が高いが、不満割合は、６％の正規と出向を除
いて、他の雇用形態では１割以上で、派遣は２割以上、
特に契約は３割近くが不満である。非正規に不満の多い
項目である。
福利厚生についての不満足者割合は、賃金に次いで多
い。出向と臨時が１割程度であるが、正規と嘱託が１５～
１３％で、他は２割をこえている。中でも契約と登録型織、
少なく、派遣は２５％を超える高い割合となっている。
教育訓練は、満足割合が低く、正規を含めて不満割合
が多い。特に派遣労働者に多いく（常用型３５％、登録型
２４％で、共に、満足より多い割合である）、正規、契約、
パートタイムにも２割前後いる。
改めて、雇用形態別の不満足項目の分布を見てみよ
う。正規と出向は類似していて、賃金、人事評価・処
遇、指揮命令系統の明確性、労働時間・休日、教育訓
練・能力開発で不満足の６項目平均では、正規は１１％、
出向は１０％を占めている。契約は、賃金、雇用の安定
表１４ 満足・不満足割合
雇用形態類型 正規 出向 契約 嘱託 パ トータイム 臨時 登録型派遣 常用型派遣
満足 不満 満足 不満 満足 不満 満足 不満 満足 不満 満足 不満 満足 不満 満足 不満
仕事のやりがい・内容 ６６．５ ８．１ ６４．９ １１．６ ７０．９ ８．５ ６７．８ ７．６ ６９．７ ４．１ ６５．３ ４．１ ６４．２ ８．６ ６４．２ １３．５
賃金 ４４．５ ２９．９ ５６．２ ２３．８ ３９．９ ３７．４ ３６．９ ３６．９ ４２．１ ２７．４ ４７．９ １７．７ ３７．６ ３６．０ ３４．８ ４５．４
労働時間・休日＊ ５１．５ １９．６ ５９．１ １７．８ ５８．１ １７．７ ６０．３ １１．９ ６０．９ １２．７ ６２．９ １０．９ ６１．７ １２．１ ５９．５ １２．９
人事評価・処遇 ３８．９ ２２．３ ４１．７ ２１．５ ３２．６ １８．３ ３４．８ １７．９ ４１．５ １３．５ ３７．１ ５．６ ３０．８ １４．０ ３４．３ ２２．１
職場の環境＊ ５３．８ １３．８ ５７．４ １４．６ ６０．２ １２．６ ５７．０ １１．０ ５７．９ １０．６ ４０．３ ５．４ ５５．４ １２．１ ５２．８ １６．９
正社員との人間関係＊ ５７．９ ８．１ ６２．４ ８．３ ５６．１ ９．９ ６１．２ ６．７ ６９．１ ９．１ ５０．９ ４．５ ５７．１ １０．０ ６２．３ ８．８
非正規との人間関係＊ ５２．０ ５．０ ５７．７ ５．７ ５６．６ ６．５ ５７．０ ４．０ ６４．６ ５．３ ４８．３ ４．８ ５６．８ ７．３ ５９．５ ５．３
命令系統の明確性＊ ４４．８ ２０．１ ５５．０ １７．３ ４７．２ ２０．０ ４９．０ １７．４ ５３．１ １４．０ ４０．５ ８．３ ５５．１ １７．４ ４７．３ １８．３
雇用の安定性 ６５．７ ６．２ ６９．１ ６．０ ３６．０ ２９．３ ５８．６ １０．８ ４１．９ １４．２ ３２．９ １３．１ ２６．８ ２７．４ ４０．２ ２４．３
福利厚生 ４８．０ １５．１ ５７．５ ９．５ ３３．８ ２５．３ ４５．１ １３．１ ２５．３ ２３．３ ２４．８ １０．７ ２５．８ ２１．８ ２５．２ ２５．８
教育訓練、能力開発 ３８．６ １９．４ ４２．３ １５．０ ２９．９ １８．６ ２９．５ １２．５ ２４．６ ２０．０ ２７．４ １０．６ ２３．６ ２４．４ １８．４ ３５．３
職業生活全体 ５１．５ １２．６ ５６．１ １０．８ ４２．０ １６．５ ５０．０ ９．９ ４７．３ １２．５ ３７．４ ６．４ ３５．８ １７．０ ３５．３ ２３．０
注：派遣労働者については派遣元についての。ただし、＊のついた項目は派遣先での状況についての回答
出所：厚生労働省２０１４年「就業形態の多様化に関する総合実態調査（個人票）」より作成
日本の非正規労働者問題（２） 33
性、福利厚生の３項目で１５％と集中度が高い。嘱託も、
賃金、人事評価・処遇、指揮命令系統の明確性の３項目
では１５％で、この３項目、特に賃金への集中度（３７％）
が高い。パートタイムは、賃金、福利厚生、教育訓練・
能力開発の３項目で１５％と集中度が高い。臨時は、不満
足者割合は最も少ないが、賃金、雇用の安定性、労働時
間・休日、福利厚生、教育訓練・能力開発の５項目で１５％
を占めている。登録型派遣は、賃金、雇用の安定性、教
育訓練・能力開発の４項目で５７％を占めている。常用型
派遣は、賃金、教育訓練・能力開発、福利厚生、雇用の
安定性の４項目で１６％を占めている。
不満足者割合が２０％以上いる項目を見ると、正規は賃
金、人事評価・処遇、指揮命令系統の明確性の３項目、
出向は、賃金、人事評価・処遇の２項目、契約は賃金、
雇用の安定性、福利厚生、指揮命令系統の明確性の４項
目、嘱託は賃金のみ、パートタイムは、賃金、福利厚
生、教育訓練・能力開発の３項目、臨時は賃金ですら
１７.７％で２０％以上の項目は無い。登録型派遣は賃金、雇
用の安定性、教育訓練・能力開発、福利厚生の４項目、
常用型派遣は賃金、教育訓練・能力開発、福利厚生、雇
用の安定性、人事評価・処遇の４項目に、職業生活全体
（２３.０％）も加わる。
このように、すべての雇用形態で、賃金に対する不満
足者割合が第１位を占めるとともに、常用型派遣、登録
型派遣、契約に広い分野で高い割合で不満足者存在して
いる。他方、正規、出向、嘱託は不満足者割合が少な
く、満足者割合が半数を超している。
このような、満足者割合、不満足者割合の分布は、実
際に置かれている状況の反映であるし、他方、満足感・
不満足感は、それぞれの欲求水準の高低に影響される。
特に、嘱託や臨時の不満割合の低さにはそれが表れてい
るのではないだろうか。この点については、後に検討す
ることとする。
雇用形態別不満感醸成の主要要素
本稿では、非正規雇用者の問題を論じることを目的と
しているので、以下、雇用形態ごとに、不満足感を醸成
する主要な要素を析出するため、個々の項目について、
不満足感の比重を見てみよう（表１５）。
その手法は、各雇用形態の１１項目の不満足割合の積を
１００として、それぞれの項目の占める割合を計算し、そ
れを雇用形態ごとの不満足醸成の要素割合とし、雇用形
態ごとの不満足感を生み出す主要な要素（項目）析出し
た。なお、１１項目の計を１００とするので、各項目で不満
足感が平等に現れるとすると、各項目の平均値は９.０９で
ある。つまり、９.１より大きい数値が出れば、その項目
は不満足感割合が高いことを意味する。また、積の平均
（積を１１で除したもの）が多いほど、その雇用形態の労
働者は不満足感が高いと言える。
正規は、職業生活全体についての満足者は５１.１％で、
不満足者は１５.２％である。不満足割合が多いのは、賃
金、人事評価・処遇、指揮命令系統の明確性の３項目で
正規の不満醸成の貢献度４３.１％に達している。少ないの
は、正規および非正規との人間関係、雇用の安定性、仕
事の４項目で、貢献度１６.３％にすぎない。
出向は, 職業生活全体についての満足者割合が、他の
雇用形態に比べて、最も多く（５６.７％）、不満を示した
者は１０％でしかない。その中で、不満足割合の多いの
は、賃金、人事評価・処遇である。この２項目で３０％の
貢献度である。不満の少ないのは、正規および非正規と
の人間関係、雇用の安定性でこの３項目の貢献度は１３.
３％にすぎない。不満の醸成源は賃金、人事評価・処遇
なのである。
契約は、職業生活全体についての満足者は４２.０％で、
不満足者は１６.５％である。不満足割合の高い項目は、賃
表１５ 雇用形態別不満の構成要素
不満足割合計
仕事のや
りがい・
内容
賃金
労働時
間・休
日
人事評
価・処
遇
職場の
環境
正社員
との人
間関係
非正規
との人
間関係
指揮命令
系統の明
確性
雇用の
安定性
福利
厚生
教育訓
練、能
力開発
正規 １６７．６ １００．０ ４．８ １７．８ １１．７ １３．３ ８．２ ４．８ ３．０ １２．０ ３．７ ９．０ １１．６
出向 １５１．１ １００．０ ７．７ １５．８ １１．８ １４．２ ９．７ ５．５ ３．８ １１．４ ４．０ ６．３ ９．９
契約 ２０４．１ １００．０ ４．２ １８．３ ８．７ ９．０ ６．２ ４．９ ３．２ ９．８ １４．４ １２．４ ９．１
嘱託 １４９．８ １００．０ ５．１ ２４．６ ７．９ １１．９ ７．３ ４．５ ２．７ １１．６ ７．２ ８．７ ８．３
パ トータイム １５４．２ １００．０ ２．７ １７．８ ８．２ ８．８ ６．９ ５．９ ３．４ ９．１ ９．２ １５．１ １３．０
臨時 ９５．７ １００．０ ４．３ １８．５ １１．４ ５．９ ５．６ ４．７ ５．０ ８．７ １３．７ １１．２ １１．１
登録型派遣 １９１．１ １００．０ ４．５ １８．８ ６．３ ７．３ ６．３ ５．２ ３．８ ９．１ １４．３ １１．４ １２．８
常用型派遣 ２２８．６ １００．０ ５．９ １９．９ ５．６ ９．７ ７．４ ３．８ ２．３ ８．０ １０．６ １１．３ １５．４
出所：厚生労働省２０１４年「就業形態の多様化に関する総合実態調査（個人票）」より作成
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金、雇用の安定性、福利厚生で、この３項目の貢献度は
４５.１％に達する。低い項目は、正規および非正規との人
間関係、仕事内容でこの３項目の貢献度は１２.３％にすぎ
ない。
嘱託は、職業生活全体についての満足者は５０.０％で、
不満足者は９.９％である。不満足者が多い項目は、賃
金、人事評価・処遇、指揮命令系統の明確性で、この３
項目の貢献度は４８.１％である。不満足者割合の少ないの
は仕事内容、非正規との人間関係、でこの３項目の貢献
度は１８.３％である。
パートタイムは、職業生活全体についての満足者は
４７.３％で、不満足者は１２.５％である。不満足割合の少な
いのは、正規および非正規との人間関係、仕事内容位で
（この２項目で貢献度６.１％）、不満足感は多く項目にわ
たっているが、中でも、賃金、福利厚生、教育訓練の不
満足者割合は高く、この３項目の不満割合への貢献度は
実に７０.７％に達し、パートタイムの不満足感醸成源は賃
金、福利厚生、教育訓練と言ってもよい。
臨時は、職業生活全体についての満足者割合も不満足
者割合も最も少ないが（それには「どちらでもない」と
の回答が半数を超えている（５２.９％）せいもある）、不
満足者割合の比較的多い項目は賃金（１７.７％）と福利厚
生（１３.１％）程度である。特に賃金への不満足者割合は
他のどの雇用形態に比べても低い。この２項目の貢献度
でも３２.２％にすぎない。
登録型派遣と常用型派遣は、職業生活全体についての
満足者割合は最も少なく（３５.８％と３５.３％）、不満足者割
合は高いほうである。特に常用型派遣は２３.５％で、他の
雇用形態に比べ、最も高い割合である。
登録型派遣の不満足者割合が高い項目は、賃金、雇用
の安定性、教育訓練で、このこの３項目の貢献度は４６.３％
ある。少ないのは、仕事内容、非正規との人間関係、職
場の人間関係である。
常用型派遣の不満足者割合が高い項目は、賃金、教育
訓練でこのこの２項目の貢献度でも３５.３％である。比較
的少ないのは正規および非正規との人間関係である。
不満足感割合（１１項目合計ポイント数）の最も高いの
は、常用型派遣（２２８.６）、次いで契約（２０４.１）、そして
３番目は登録型派遣はである。最も低いのは、正規
（１６７.６）ではなく、臨時（９５.７）である。
改めて、各雇用形態労働者の不満感醸成の主要要素
（１２ポイント以上）を整理してみよう。
正規は賃金、人事評価・処遇、指揮命令系統の明確性
が、出向は賃金、人事評価・処遇性、契約は賃金、雇用
の安定性、福利厚生が、嘱託は賃金に特化し、パートタ
イムは賃金、福利厚生、教育訓練・能力開発が、臨時は
賃金、雇用の安定性が、登録型派遣は賃金、雇用の安定
性、教育訓練・能力開発が、常用型派遣は賃金、教育訓
練・能力開発が主要な不満足感醸成の主要な構成要素
なっている。
総じて、職場の人間関係、職場の環境への不満を示す
ものは多くない。
6．就業動機と今後の就業志向
次に、非正規の雇用形態に就いている者のその就業動
機と今後の就業に関する希望を見てみよう。
現職に就いた理由
労働者が非正規の雇用形態を選択する理由は様々であ
る。２０１４年の多様化調査によると、現職非正規の男性の
現在の就業形態を選んだ理由（３つまで選択）の上位５
位は、自分の都合のよい時間に働けるから」〈以下、「時
間自由」〉（３１.４％）、「専門的な資格・技能が生かせるか
ら」〈以下、「資格・技術」〉（２７.％）、不本意就職である
「正社員として働ける会社がなかったから」〈以下、「正
規無」〉（２１.９％）、「通勤時間が短いから」〈以下、「通勤
時間」〉（２０.５％）、「自分で自由に使えるお金を得たいか
ら」〈以下、「自由収入」〉（１８.５％）であった。
しかし、雇用形態によってその理由は異なる（表１６）。
契約（専門職）は、「資格・技術」と「正規無」に集中
している。契約社員は、自分の持っている資格・技術を
生かせることから積極的に非正規を選んでいる者と、資
格・技術を持っているいるにもかかわらず、非正規にし
か就けなかった不本意就職者に二分されているのであろ
う。嘱託（再雇用者）は、「資格・技術」と「家計の補
助、学費等を得たいから」〈以下、「家計補助」〉が多
い。
パートタイムは、「時間自由」と「通勤時間」という
時間重視と「自由収入」に集中している。臨時は、「時
間自由」、「勤務時間や労働日数が短いから」、「組織に縛
られたくなかったから」（２割近くいる）のような「自
由」を理由にする者、「簡単な仕事で責任も少ないから」
〈以下、「簡単な仕事」〉のような、いわば、経済よりも
「自由で楽な仕事」を求めているのが特徴的である。だ
から収入は「家計補助」や「自由収入」程度でよいこと
になる（「より多い収入」を求める者はわずか２％ にす
ぎない）。
派遣は「正規無」が、登録型で３８.５％、常用型で３４.５％
いる。つまり、派遣労働者の４割前後は正規の仕事がな
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かったから非正規で働いている、不本意就職である。た
だ、常用型には「資格・技術」という積極的に選択して
いる者も４割近くいる。他方、登録型には「時間自由」
や「簡単な仕事」であることを理由の一つに挙げる者が
一定割合おり、パートや臨時と似ている側面もある。
以上のように、契約、嘱託、パートタイム、臨時に
は、積極的、それほど積極的ではないにしても、非正規
を肯定的に受け止め、選択している者が多い。もちろ
ん、「正規無」という不本意就職の者も一定数いる。他
方、契約と派遣には不本意就職者が４割弱いる。
労働力調査では、男子非正規６４８万人のうち１４７万人
（２１.６％）が「正規の仕事がなかったため」を主要理由
としている非正規に就いている、という不本意就職者で
あった。つまり、男性非正規の２割は不本意就職であっ
た。中でも、契約と派遣はその割合が多く（契約が３１.
２％、派遣が４１.８）、他の雇用形態の労働者でも、パー
トの２３.５％、アルバイトの１６.８％、嘱託の１３.３％の割合
でいる。
今後の就業志向
多様化調査（２０１４年）によって、今後の彼らの就業志
向を見てみよう（表１７）。
今後も会社勤務を続けたいと思っている者が大半であ
る。表には載せなかったが、独立志向は数パーセント、
退職志向は、高齢者の多い嘱託を除いて、５％未満であ
る。なお、若干傾向が異なるのはパートタイムである。
パートタイムには、独立と退職志向が５％強、そして
「その他」が１０％いる。
現在の就業形態を続けたい者の割合は、出向と嘱託に
多く多い。パートタイムと臨時も６割強が現在の形態を
続けたいと思っている。現在の雇用形態を変えたいと
表１６ 現在の就業形態を選んだ理由（複数回答３つまで）
回答者
数計
専門技
能活用
収入増
時間
自由
短時間
勤務
簡単な
仕事
就業
調整
家計
補助
自由な
収入
通勤
時間
自由 正規無
家庭
事情
他活動
と両立
その他
契約 １００．０ ５５．１ ２１．２ １１．１ ８．７ ６．７ １．９ ９．０ ９．９ １２．７ ５．３ ３５．７ ４．０ ６．１ １１．８
嘱託 １００．０ ４９．７ １４．０ ９．０ １３．２ １０．２ ５．７ ２３．４ １０．２ １０．６ ３．０ １５．２ ３．５ ５．４ １８．９
パ トータイム １００．０ １５．１ ３．５ ５３．５ １８．６ １５．５ ５．０ １７．７ ２８．９ ３１．５ ２．４ １４．９ ７．５ １４．７ ５．５
臨時 １００．０ ２０．８ ２．２ ５７．６ ２８．６ ３１．９ ０．２ ２７．１ １７．６ ７．６ ２０．０ ４．７ ３．４ ６．４ ５．８
登録型派遣 １００．０ ２１．１ １８．０ ２２．６ ９．２ ２１．４ ２．６ ５．３ １９．３ １６．０ ９．５ ３８．８ ５．３ １５．５ ３．２
常用型派遣 １００．０ ４２．１ ２３．６ ７．１ ５．１ １１．９ ２．１ ７．７ １０．３ １２．３ ７．９ ３７．５ ４．３ １１．７ １２．１
注：表頭（回答の選択肢無）の元の表現を次のように変えてた。
専門技能活用←専門的な資格・技能をいかせるから、 収入増←より収入の多い仕事に従事したかったから、 時間自由←自分の都合
よい時間に働けるから、 短時間勤務←勤務時間や労働日数が短いから、 簡単な仕事←簡単な仕事で責任も少ないから、 就業調整
←就業調整（年収の調整や労働時間の調整）をしたいから、 家計補助←家計の補助、学費等を得たいから、 自由な収入←自分で自
由に使えるお金を得たいから、 通勤時間←通勤時間が短いから、 自由←組織に縛られたくなかったから、 正規無←正社員として
働ける会社がなかったから、 家庭事情←家庭の事情（（家事・育児・介護等）と両立しやすいから、 他活動と両立←他の活動（趣
味・学習等）と両立しやすいから、 体力問題←体力的に正社員として働けなかったから
出所：厚生労働省２０１４年「就業形態の多様化に関する総合実態調査（個人票）」より作成
表１７ 非正規労働者の今後の就業形態希望
今後も会社で働きたい 今後も
会社で
働きた
い労働
者計
現在の
就業形
態を続
けたい
他の就業形態
に変わりたい
希望する就業形態
現在の
会社で
働きた
い
別の会
社で働
きたい
たい
正社員
正社員
以外の
労働者
契約社
員（専
門職）
嘱託社員
（再雇用
者）
パート
タイム
労働者
常時雇
用型
正社員 ９２．０ ８５．３ ６．７ １００．０ ９７．９ １．５（１００．０）（０．０）（７．３）（２８．８）（５２．５）（１．４）（ －）
出向社員 ９０．５ ７８．８ １１．７ １００．０ ７３．５ ２６．４（１００．０）（９４．３）（５．７）（２．３）（０．７）（２．７）（ －）
契約社員 ８７．３ ７５．４ １１．９ １００．０ ３９．３ ５９．７（１００．０）（９８．９）（１．１）（ ・）（０．３）（０．５）（ －）
嘱託社員 ８６．１ ８１．８ ４．３ １００．０ ８３．５ １５．４（１００．０）（６４．３）（３５．７）（１０．０）（ ・）（２１．０）（０．１）
パ トータイム ７８．１ ６２．９ １５．２ １００．０ ６４．１ ３５．９（１００．０）（９５．９）（４．１）（１．４）（１．１）（ ・）（ －）
臨時労働者 ８７．７ ７７．０ １０．７ １００．０ ６１．５ ３８．５（１００．０）（７２．０）（２８．０）（０．３）（１４．１）（５．６）（７．９）
登録型派遣 ８１．０ ６０．４ ２０．５ １００．０ ４１．５ ５８．５（１００．０）（９０．１）（９．９）（５．４）（０．６）（２．０）（２．０）
常用型派遣 ８５．２ ５８．２ ２７．０ １００．０ ４８．６ ４９．２（１００．０）（９５．９）（４．１）（２．１）（０．３）（１．３）（ ・）
その他 ８３．５ ６６．９ １６．７ １００．０ ４２．３ ５７．１（１００．０）（９５．２）（４．８）（２．３）（０．５）（１．５）（０．１）
出所：厚生労働省２０１４年「就業形態の多様化に関する総合実態調査（個人票）」より作成
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思っている者が多いのは、契約、派遣である。
雇用形態を変えたいと思っている者（以下、転職希望
者）の大半が会社で働く雇用者希望している。
雇用者として働き続ける場合、現在の雇用形態を続け
たいと思っている者の割合は、嘱託と出向には多いが
（その割合は８３.５％と７３.５）、他の雇用形態では、パート
タイムと臨時は６割強で、不本意就職者が多かった契約
と派遣は逆に６割程度が他の就業形態に変わりたいと
思っている。つまり、転職志向である。なお、労働力調
査結果の転職希望率（２０１６年平均）は、パート２２.６％、
アルバイト２６.４％、派遣３８.２％、契約２２.７％、嘱託１０.８％
である。
転職希望者の希望する雇用形態は、嘱託と臨時を除い
て、９割以上が正規である。嘱託は、正規希望が６５％、
パートタイムが２１％、契約が１０％である。臨時は、正規
希望が７２％、嘱託希望が１４％で、その他パートタイム、
常用型派遣希望がある。
転職希望者の正規への転職希望理由は（表１８）、多く
の雇用形態に共通するのは「雇用の安定」であるが、そ
れ以外は、雇用形態によって大きく異なるものもある。
以下、現職の雇用形態別に正規化を求める理由のその特
徴を見てみよう。
出向は、理由の集中度が低く、個々人の求めることが
分散している。多いのは、雇用の安定と収入増であるか
が、他の形態に比べて少ない。代わりに、経験を深め、
視野を拡大、キャリアアップ、意欲と能力発揮、等仕事
に関わるものが多いのが特徴である。
契約は、収入増（８割強）と雇用安定（７割弱）に集
中しているが、経験を深め視野を拡大も３７％ある。
嘱託は、収入増（７割強）と 雇用安定（７割弱）に
集中しているがいるが、意欲と能力発揮（４割強）が他
の形態に比べて多いのが特徴である。
パートタイムは、収入と雇用安定への期待度が高い
（共に８割以上）。
臨時は、雇用安定が９割以上の者に期待されており、
雇用安定への強い渇望が見られる。収入増は５割強で、
やや少ない。
登録型派遣は、雇用安定がほぼ９割で、臨時同様雇用
安定への期待が強い。また、収入増も８割弱が期待して
いる。
常用型派遣は、雇用安定が８割弱、収入増が７割弱
で、登録型派遣よりは集中度は低いが、似たような傾向
である。
雇用安定を期待する者の割合が高く、出向、契約、臨
時、派遣で最大の割合を示し、次いで、収入増が、正規
化で期待されている。その他の項目では、キャリアアッ
プが出向と臨時で３割強、経験を深め視野拡大が出向と
契約で３割以上（契約は４３％）いる。なお、パートタイ
ムには、家事・育児・介護等の家庭の事情からの制約が
なくなったから、正社員になりたいが、２割強（２２.
１％）いた。
むすびに代えて
―男性非正規労働者問題とは何か―
何ゆえにこれほど多様な非正規労働者の雇用があらゆ
る産業、職業に蔓延したのであろうか。もちろん主要に
はそれは資本の要求であった。企業が非正規を活用の理
由は多々あるが、多様化調査によると表１９のとおりであ
る。
企業の非正規雇用理由―人件費コスト削減―
表１８ 正社員志向の理由（男） （複数回答３つまで）
正規に変わりたい
労働者
収入増 雇用安定
キャリア
アップ
視野拡大 能力発揮 技能活用 制約解除 その他
選択割合
合計
出向 ［９５．３］ １００．０ ４６．８ ５４．２ ３０．０ ３２．６ ３２．１ １２．４ ０．６ １１．４ ２２０．１
契約 ［９６．９］ １００．０ ６８．５ ８２．４ １８．６ ２７．１ １６．９ １７．３ ５．１ ３．８ ２３９．７
嘱託 ［６６．５］ １００．０ ７２．１ ６８．２ １２．７ １０．０ ３７．９ ２１．７ ７．０ ２．３ ２３１．９
パ トータイム ［９１．９］ １００．０ ８６．６ ７４．１ ９．９ ２４．４ ２０．７ １６．２ ２２．１ ３．１ ２５７．１
臨時 ［７５．４］ １００．０ ６１．５ ７８．０ ３２．０ １９．３ ２２．５ ７．５ ８．９ ２４．９ ２５４．６
登録型派遣 ［８３．４］ １００．０ ７１．３ ８７．０ １５．６ ２３．４ ２２．６ １０．３ ７．７ ６．２ ２４４．１
常用型派遣 ［９１．４］ １００．０ ６７．３ ８１．１ ２０．７ ２５．６ ２５．２ １６．０ ５．６ ４．６ ２４６．１
注：表頭（回答の選択肢）の元の表現を次のように変えた。
収入増←より多くの収入を得たいから 雇用安定←正社員の方が雇用が安定しているから キャリアアップ←キャリアを高めたい
から 視野拡大←より経験を深め、視野を広げたいから 能力発揮←自分の意欲と能力を十分に生かしたいから 技能活用←専
門的な資格・技能を生かしたいから 制約解除←家庭の事情（（家事・育児・介護等）の制約がなくなる（なくなった）から
出所：厚生労働省２０１４年「就業形態の多様化に関する総合実態調査」より作成
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以下で、雇用形態ごとの非正規化理由を見てみよう。
出向社員利用理由は、主に即戦力確保と正規の重要業
務特化にある。契約社員は、専門業務対応対応と即戦力
確保に加えて、賃金節約と正社員代替である。嘱託は、
高齢化対策が最大理由であり、それに即戦力確保が加わ
る。パートタイムは、その理由は多様であるが、主要に
は賃金節約と繁閑対応等にある。臨時労働者は業務量対
応と繁閑対応、もっぱら雇用調整に主眼がおかれてい
る。派遣は、これも比較的多様な理由があるが、即戦力
と正社員代替、業務量対応、専門的業務対応などが主要
な理由である。
露骨に人件費節約を理由とするもの以外に、雇用量調
整、長時間営業（操業）対応、繁閑対応、業務量対応
は、雇用の柔軟化＝JIT（ジャスト・イン・タイム）化
であり、必要な時にだけ雇用し、不必要時は「雇止め」
（契約終了・打ち切り、解雇）を容易するというもので
あり、その狙いは人件費削減である。また賃金節約、労
務費節約も含めて、人件費を含む総労務費の節約を目指
したものである。また、正社員代替、正規の重要業務特
化、即戦力確保は、正規の増加を抑えることを狙いとし
ている。高齢化対策としての再雇用も、ベテランを嘱
託、パート、契約社員として再雇用して、低賃金（通
常、退職時給与の５割～６割の水準になると言われる）
で再利用することになっている。
このように、非正規利用は、相対的に高賃金である正
規の増加を抑え、かつ低賃金で必要労働力を確保する手
段となっている。つまり、人件費を中核とする労務コス
トの節約・削減の意味合いを持っている。しかも、雇用
の柔軟性を確保しようとするものである。
だからこそ、非正規利用が、あらゆる産業、あらゆる
職業に蔓延してきたのである。と同時に、非正規の正規
化に企業・財界は抵抗するのである。
男性非正規問題―格差と雇用の不安定性―
男性非正規労働者問題とは、これまで明らかにしてき
たように、賃金や諸制度の適用状況等、処遇面での正規
とのもろもろの格差である。また、契約期間の短さ、あ
るいは期間の定めの無さに見られる、雇止め（契約終了
契、契約除）からくる雇用の不安定性（雇用不安）が
あった。
格差問題
見てきたように、非正規労働者の賃金は、最低賃金レ
ベルの者もおり、年収２００万円満たない者が半数を超え
るという低賃金状態である。正規と同様に働いている非
正規一般常用労働者でさえその賃金水準は正規の２／３
程度である。基本給だけでない。一時金、諸手当も無
い、あっても正規より少ない。しかも男性非正規の場
合、それが本人と世帯の主要な収入源になっている者が
多いのである。まさに、ワーキングプアが大量に存在し
表１９ 正社員以外の労働者を活用する理由別事業所割合 （複数回答３つまで）
総数
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３
回答割
合計正社員
代替
正規重
要業務
特化
専門業
務対応
即戦力
確保
雇用量
調整
営業時
間対応
繁閑
対応
業務量
対応
賃金
節約
労務費
節約
高年齢
化対策
休業
代替
その他
出向 １００．０ １１．４ ５．３ ４４．３ ４５．４ ４．２ ６．３ ５．４ ２．５ ２．６ １．３ ４．４ ２．５ ２３．１ １５８．７
契約 １００．０ ２５．１ １６．０ ４９．３ ３６．０ １３．１ ８．２ ６．７ ６．９ ２８．１ １２．３ １３．９ １０．６ ６．６ ２３２．８
嘱託 １００．０ １７．２ ７．４ ３０．３ ３７．８ ３．７ ２．１ ４．５ １．４ １６．１ ６．４ ７７．１ １．４ ２．６ ２０８．０
パ トータイム １００．０ ２４．８ ２２．４ １７．７ １８．５ １９．１ ２４．１ ３９．２ １９．６ ４１．１ ２３．７ １２．８ ７．９ ７．４ ２７８．３
臨時 １００．０ ２３．２ ９．４ １５．２ ２１．１ ２５．０ ２０．２ ３３．０ ４６．２ ２８．１ １６．６ ７．０ ５．１ ２．１ ２５２．２
派遣 １００．０ ３２．５ １９．９ ２８．７ ３３．９ ２５．７ ６．４ １１．４ ２８．０ １４．３ １６．５ ２．８ ２１．６ ２．９ ２４４．６
非正規平均 １００．０ ２２．４ １３．４ ３０．９ ３２．１ １５．１ １１．２ １６．７ １７．４ ２１．７ １２．８ １９．７ ８．２ ７．５ ２２９．１
注：総数は、当該就業形態の労働者がいる事業所のうち、回答のあった事業所計（数値は加重平均されたもの）
非正規平均は単純平均－各雇用形態の数値をプラスして６（雇用形態の数）で除した。
表頭のカテゴリーは、回答選択肢の文言が長いため、以下のように短縮して表記した
１．正社員代替→正社員を確保できないため ２．正規の専門特化→正社員を重要業務に特化させるため
３．専門的業務対応→専門的業務に対応するため ４．即戦力確保→即戦力・能力のある人材を確保するため
５．雇用量調整→景気変動に応じて雇用量を調整するため ６．営業時間対応→長い営業（操業）時間に対応するため
７．繁閑対応→１日、週の中の仕事の繁閑に対応するため ８．業務量対応→臨時・季節的業務量の変化に対応するため
９．賃金節約→賃金（所手当を含む））の節約のため １０．労務節約→賃金以外の労務コスト（社会保険料の事業主負担、
教育訓練、福利厚生等の費用））の節約のため １１．高齢化対策→高年齢者の再雇用対策のため
１２．休業代替→育児・介護休業の代替のため
出所：厚生労働省「２０１４年「雇用形態の多様化に関する総合実態調査（事業所用）」より作成
38 柴田弘捷
ている。このような所得水準では結婚もできない。未婚
率の高さにはこの所得水準の低さも大きな理由となる。
ある調査＊４によると未婚女性の結婚相手の希望する年
収は、２０代の５７.１％、３０代の６７.９％が４００万円以上とい
う。３００万円以下でもという女性は、２０代は３.４％、３０代
は２.９％ しかいない。収入を問わない（２０代１２.４％、３０
代１０.９％）を加えて加えても、１５％前後にしかならな
い。また、「結婚をスタートさせるのに必要だと思う夫
婦の年収」で、２９～３９歳の未婚の男女で、４００万円未満
と答えた者は、男性２６.１％、未婚女性が２６.５％であっ
た＊５。
これでは、年収２００万円未満の非正規労働者にとって
は、結婚は絶望的である。
また、教育訓練制度も適用されていない。福利厚生制
度の利用も制限、ないし禁止されているなど、賃金、手
当等以外の処遇でも格差が著しい。
この格差については、不当であるとの判例も出てきて
いる（「郵政２０条裁判」＊６）。
本年９月１４日、東京地裁で一つの判決があった。日本
郵便の期間雇用社員が労働条件の格差是正を求めた裁判
である。
これは正社員と同じ仕事をしているのに、賃金、一時
金、手当、休暇等で、等な差別を受けているとして、郵
政産業労働者ユニオンの所属する期間雇用社員が提訴し
たものである。
判決は、「担当業務や異動の範囲似ている正社員と労
働条件を比べるのが相当」としたうえで、年末年始手当
の不支給には合理的理由はない、住宅手当正社員には支
給されているのに支給しないのは不合理、病気休暇、夏
季・冬季休暇を支給しないのは不合理と認定した。しか
し、一方では、夏季・年末手当の格差は人事上の施策と
して合理性があるとし、また、祝日給、夜間手当、業務
精通手当等の相違は、賃金体系の違いによるものとして
不合理ではない、としている。
この判決は、非正規の待遇改善に一歩前進した判決と
して評価されるべきであろう。しかし、同一労働同一賃
金にはまだ遠いと言わざるを得ない。
安倍内閣は、「非正規という言葉を一掃する」「同一労
働同一賃金を実現し、正規、非正規の労働者の格差を埋
め」る「働き方改革」と盛んに喧伝してきたが、現実は
進んでいない。
格差ついては、「働き方改革」の「実行計画（案）」と
その「ガイドライン案」では＊７、能力、業績、企業への
貢献度等、経営側の判断で、さらには人材活用の仕組み
で、「違いに応じ」て、基本給や賞与に差をつけてよ
い、している。また、ガイドライン案では、さすがに通
勤手当や食事手当は同一・同率支給、福利厚生について
もの同一利用を求めているが、肝心の基本給や一時金に
ついては、「管理職コースの正社員の基本給が、同じ仕
事をするパート社員より高い」「責任やペナルティーが
ないパート社員より、正社員の基本給が高い」という
ケースは問題ない、としている。賞与は、全く支給しな
いのは問題であるとしはしているが、「会社への貢献」
に応じて差をつけることも認めている。
この安倍内閣の「同一労働同一賃金」論も、つまり、
経営側の判断・評価で格差をつけることを認めているの
で、正規と非正規の格差を残すことになる。
雇用の不安定性
もう一つの大きな問題は雇用不安（不安定）である。
職場生活への不満度はそれほど高くないが、非正規の
多くが正規への転職を求めていた。その理由の大きな柱
は、正規は「雇用が安定しているから」であった。非正
規労働者の雇用安定の欲求は強い。
この問題に関しては、２０１２年改正、１３年施行の改正労
働契約法の成立で、非正規の無期転換へ光明が見えたか
に見えた。
改正労働契約法は、非正規労働者が同じ会社で通算５
年働いた場合、本人が希望すれば無期契約に転換でき
る。申請があったら会社は拒めない（通称「５年ルー
ル」）が導入された。しかし、改定の際、６か月以上の
空白期間がある場合は、それ以前の契約期間は無いこと
（通算に入れない）にする、という抜け道が、財界の要
求で組み込まれてしまった。
１８年４月に最初の５年を迎えることになる。多くの非
正規が無期への転換を申し入れる可能性がある。しか
し、会社は先手を打って、空白期間を６か月という抜け
穴を利用して、勤続４年半で一旦契約を打ち切り、６か
月後に新たに雇用し（再雇用）、有期非正規雇用の維持
を図ろうとする動きが現実に出てきた。
自動車大手８社はすでに空白期間を６か月にした（準
備良く、４社はすでに１３年に実施している）。また、無
期雇用申し込みの権利が生まれる前に雇止めをする企業
－日立製作所と米ジョンソンコントロールズのエアコン
製造の合弁会社、大手自動車部品メーカー、ニッパツ等
－も現れている。さらには、このルールは直接雇用の労
働者が対象であるため、派遣に切り替えるようす促す企
業もある（以上、朝日新聞１１／５、６朝刊）。
つまり、抜け穴（６か月間の空白）を利用して非正規
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雇用を維持し続けようとしているのである。改正労働法
は、現実には、「５年たったら無期雇用」のはずが「５
年以内に雇止め」という事態になりつつある。
しかし、派遣会社には無期雇用転換の義務は課されて
いない。また、派遣企業への直接雇用が決まっても、そ
れが有期契約の場合、改正労働契約法により、５年後に
は無期への転換に対象となるため、５年未満の契約にな
る可能性もある。さらには、３年勤続になる前に雇止め
にされることも起こりうる。
この抜け穴をふさがない限り、企業は、４年半期間契
約→４年半契約打ち切りないし派遣への転換→６か月の
空白→再契約の繰り返しで、期間雇用者を雇い続けるこ
となるだろう。また、派遣労働者の場合は、３年未満の
契約の繰り返しで、職場を渡り歩くことを余儀なくされ
る可能性も高い。
改正労働契約法の５年ルールも、改正労働者派遣法の
３年ルールも、本来、非正規労働者の雇用の安定、不合
理な労働条件（差別的待遇の禁止）を目指すものである
が、共に抜け穴があり、この二法が現実化する１８年（契
約法は４月、派遣法は１０月）前に、既にそれを見越し
て、５年未満の契約期間にしたり、派遣労働者は３年に
なる前に雇止めにしたり、３年未満の雇用契約にするな
どの事態が生じている。非正規の雇用不安はなくならな
いのである。むしろ雇用に安定が壊される可能性が高い
のである。
非正規の劣位の労働条件－低賃金、差別的処遇、雇用
不安定－の改善・解消のためには、労働者側の強い要求
と運動、そして抜け穴の無い法規制が必要であろう。
注
１）国勢調査で非正規の数と割合が労働力調査よりも少ない
理由の一つに、従業上の地位不明が１３７．７万人、就業者
の４．２％もいたことにあると思える。
２）この数値は、多様化調査の「個人調査参考付表」が計算
した。ただし、多様化調査の労働者数は、事業所調査の
該当事業所から得た個人票から算出したもので、雇用形
態ごとの回答割合を算出するために標本設計をしたもの
で、雇用形態の分布を意図して設計したものでないた
め、雇用形態の構成比とするのには無理がある。あくま
で、参考値である。２節以下で見る、様々な項目につい
て、雇用形態別の構成比を検討する場合の、各雇用形態
の構成比を算出する母数の役割を果たしている。
３）リクルートジョブズ「２０１７年９月度アルバイト・パー
ト募集時平均時給調査」および「２０１７年９月度派遣ス
タッフ募集時平均時給調査」、職種区分はリクルート
ジョブズによる。
４）明治安田生活福祉研究所「２０１６年 ２０～４０代の恋愛と結
婚 第９回結婚・出産に関する調査」（２０１６．３）、
２０１６．６．２０より www．myilhw．co．jp／reseach／report２０１６
_０１．php
５）内閣府「２０１４年度結婚・家族形成に関する意識調査」
（２０１４．１２．６～１７．１．１６ 郵送調査）
６）働き方改革実現会議「働き方改革実行計画（案）」
（１９１７．３．２８）、「同一労働同一賃金ガイドライン案」
（２０１６．１２．２０）首相官邸 HP
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